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    厚生労働行政推進調査事業費補助金（免疫・アレルギー疾患政策研究事業） 
 総括・研究報告書 

 
      

免疫アレルギー疾患研究 10か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究 
 
       研究代表者 森田 英明 国立成育医療研究センター 免疫アレルギー・感染研究部 室長 

 

研究要旨 

我が国では免疫アレルギー疾患の罹患者は非常に多く社会問題となっている。平成26年にアレルギー疾患対

策基本法が成立し、これらの推進に関する基本的な指針では長期的かつ戦略的な研究推進の必要性が示され

た。そして、免疫アレルギー疾患に対し“安心して生活できる社会の構築”をめざし、免疫アレルギー疾患研

究10か年戦略が令和元年に示された。令和3-5年度 厚労研究班「免疫アレルギー疾患対策に関する研究基盤

及び評価基盤の構築」（代表：森田英明）で構築した10か年戦略を推進する仕組みその進捗を評価する評価基

盤の構築を行なった。令和6年に、10か年戦略の中間評価が予定されているため、本研究班では、1.上記評価

基盤に基づく10か年戦略の中間評価報告書案の作成、2. 上記調査計画等に基づく10か年戦略後半に向けた課

題の抽出と研究推進体制の構築、3. 上記連携に基づく、10か年戦略のさらなる推進に資する体制強化と人材

育成の仕組み作り、の3点の具体的な達成目標を通じて、免疫アレルギー疾患に対して安心して生活できる社

会の構築の実現に寄与することを目的とした。研究責任者および研究分担者で、10か年戦略中間評価報告書

の原案を作成し、その後、関連学会7学会と患者団体9団体を含む、有識者に意見聴取を行った。それらの調査

結果に基づき改訂を行い、「免疫アレルギー疾患研究10か年戦略」の推進に関する中間評価報告書（案）を作

成した。更に、今後進めていくべき研究と提起された研究を推進、実装していくための具体的な方策に関する

アンケート調査を行い、それらの結果を元に、2025年1月25日に開催された令和6年度班会議で議論を行った。

また、10か年戦略の推進体制の更なる強化を目的として、関連学会7学会から新たなメンバーの推薦をいただ

き、第二期ENGAGE-TFの構成を行い、10か年戦略後半5年間において、継続的に推進・評価を行う基盤を構築し

た。 

 

研究分担者 

玉利 真由美・東京慈恵会医科大学・医学部・教授 

足立 剛也・慶應義塾大学・医学部・専任講師 

天谷 雅行・慶應義塾大学・医学部・教授 

藤枝 重治・福井大学・学術研究院医学系部門・教

授 

海老澤 元宏・国立病院機構相模原病院・臨床研究

センター・臨床研究センター長 

松本 健治・国立研究開発法人国立成育医療研究セ

ンター・免疫アレルギー・感染研究部・部長 

貝沼 圭吾・国立病院機構三重病院・臨床研究部・

研究員 

中島 沙恵子・京都大学・大学院医学研究科皮膚科

学・特定准教授 

神尾 敬子・東京女子医科大学・内科学講座呼吸器

内科学分野・助教 

倉島 洋介・千葉大学大学院医学研究院・イノベー

ション医学・准教授 

二村 昌樹・国立病院機構名古屋医療センター・小

児科・医長 

猪俣 武範・順天堂大学・医学部眼科学講座・准教

授 

坂下 雅文・福井大学医学部附属病院・耳鼻咽喉科・

頭頸部外科/医学研究支援センター・講師 

正木 克宜・慶應義塾大学・医学部・助教 

福田 憲・高知大学医学部・眼科学講座・准教授 

佐藤 さくら・国立病院機構相模原病院・臨床研究

センター・アレルギー性疾患研究部長 

緒方 大聡・九州大学・呼吸器内科・助教 

Ａ．研究目的 

近年、我が国では国民の約 2人に 1人が、花粉症、

食物アレルギー等の何かしらのアレルギー疾患を有

しているとされ、社会的、医療経済的問題となって

いる。アレルギー疾患を有する方々が安心して生活

できる社会の構築を目指し、2014 年にアレルギー

疾患対策基本法が成立し、2017 年 3月にアレルギ

ー疾患対策基本方針が告示された。こうした状況を

受け、2017年 8月より、今後の免疫アレルギー疾

患に対して、有意義な研究を推進する基盤を形成す

るため、厚生労働省特別研究事業として「アレルギ

ー疾患に関する研究基盤の構築」の研究班が結成さ

れた。7つの関連学会の協力のもと、優先すべき研

究課題が討議され、3つの具体的なアクションプラ

ンが策定され報告書がまとめられた。この報告書を

基に、免疫アレルギー疾患研究戦略検討会において

検討が重ねられ、「免疫アレルギー疾患研究 10か年

戦略 〜見える化による安心社会の醸成〜」(以下

10か年戦略とする。) が 2019年 1月に策定され、
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同年 5月には一般向けパンフレット、翌年 2月には

日本語の総説論文が公開された。 

2024 年には、10か年戦略の中間評価を行うことが

予定された。令和 3-5年度 厚労研究班「免疫アレ

ルギー疾患対策に関する研究基盤及び評価基盤の構

築」（代表：森田英明）（以下、令和 3-5年度森田班

とする）では、前半に戦略の国内外の展開 (アレル

ギー学会、Nature Café、英語総説論文等)・評価の

feasibility study (アナフィラキシー) を行い、

後半に、研究インパクト解析・疫学調査 (喘息・花

粉症)の報告や、スタートアップ投資・患者市民参

画に関する調査等を行った。これら異分野連携、産

官学民連、人材育成に係る取り組みを通じた 10か

年戦略を推進する仕組み作りと、その進捗を評価す

る評価基盤の構築を行った。 

本研究班では、1.上記評価基盤に基づく 10か年戦

略の中間評価報告書案の作成、2. 上記調査計画等

に基づく 10か年戦略後半に向けた課題の抽出と研

究推進体制の構築、3. 上記連携に基づく、10か年

戦略のさらなる推進に資する体制強化と人材育成の

仕組み作り、の 3点の具体的な達成目標を通じて、

免疫アレルギー疾患に対して安心して生活できる社

会の構築の実現に寄与することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、前述の3つの項目に関して、本10カ年戦

略に関連する7つの学会より計11名のメンバーを推

薦いただき結成された次世代タスクフォース（ENGAG

E-TF）が実務を担いながら下記の方法により検討を

進めた。 

 

1. 10か年戦略中間評価報告書案の作成 

令和 3-5 年度森田班では、戦略の国内外の展開 (ア

レルギー学会、Nature Café、英語総説論文等)、研

究インパクト解析 (研究成果の量・質・厚みの国際

比較、研究チームの多様性と成果の相関に関するフ

ィージビリティスタディ)、公的研究費採択状況調査、

主要国際雑誌に掲載された論文数調査、10か年戦略

の進捗状況、改善策等に関する調査、スタートアッ

プ投資状況調査、患者・市民参画に関する動向調査

を行った。これらの多元的な調査・評価解析を通じ

て、10か年戦略の進捗を評価する基盤作成を行なっ

た。これらの調査結果を元にして、2024年に予定さ

れていた 10 か年戦略の中間評価に資する中間評価

報告書案の作成を行った。 

 

 

2. 10か年戦略後半に向けた課題の抽出と研究推進

体制の構築 

令和 3-5 年度森田班で行なったアンケート調査結果

では、シングルセル解析・AI活用・新興アレルギー

疾患対応・スタートアップ推進など、最近の世界に

おける研究開発動向が明らかになった。また、

ENGAGE-TF ミーティングや研究分担者及び協力者を

対象としたアンケート調査、班会議での検討により、

患者・市民参画に関する動向調査等も含めて、アレ

ルギー疾患対策基本法及びアレルギー疾患対策基本

方針に基づき策定された 10 か年戦略の前半 5 年間

において浮き彫りとなった国内外の研究開発推進に

おける課題を抽出すると共に、それらの課題を後半

5年間で解決するための基盤構築を行った。 

また、研究チームの構成がどのように研究成果に影

響を与えるのか、これまで曖昧だったこの課題につ

いて、アレルギー・免疫学分野を対象に詳しい分析

を行った。本研究では、アメリカの国立衛生研究所

（NIH）、イギリスの医療研究評議会（MRC）、そして

日本の科学研究助成事業（JSPS）の基盤研究（A）か

ら資金提供を受けた合計 33チーム（6356件の論文）

を対象に、複数の指標を用いて研究チームの多様性

と成果の関連を調査した。 

 

3. 10か年戦略のさらなる推進に資する体制強化と

人材育成の仕組み作り 

10か年戦略でも「重要な研究課題に関する若手研究

者を中心としたチームを学会の枠を超えて形成し、

課題解決を図ることが必要である。」とされているよ

うに、診療科を超えた若手タスクフォースの構築は、

上記の異分野連携、産官学民連、人材育成に係る取

り組みを進める上で、大きな推進力となりつつある。

10 か年戦略の後半への起爆剤となることを期待し、

さらなる推進に必要な連携強化のニーズ抽出と、関

連学会の協力のもと持続可能な人材育成プラットフ

ォームの構築を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 10か年戦略中間評価報告書案の作成 

まず、研究責任者および研究分担者で、令和3-5年度

森田班で行った、戦略の国内外の展開 (アレルギー

学会、Nature Café、英語総説論文等)、研究インパ

クト解析 (研究成果の量・質・厚みの国際比較、研

究チームの多様性と成果の相関に関するフィージビ

リティスタディ)、公的研究費採択状況調査、主要国

際雑誌に掲載された論文数調査、10か年戦略の進捗

状況、改善策等に関する調査、スタートアップ投資

状況調査、患者・市民参画に関する動向調査を多元

的に調査・評価を行い、10か年戦略中間評価報告書

の原案を作成した。その後、関連学会7学会（日本ア

レルギー学会、日本小児アレルギー学会、日本皮膚

科学会、日本呼吸器学会、日本耳鼻咽喉科頭頸部外

科学会、日本眼科学会、日本免疫学会）と、患者団体

9団体、日本医療研究開発機構（AMED）免疫アレルギ

ー疾患実用化研究事業 プログラムスーパーバイザ

ー（PS）、プログラムオフィサー（PO）、厚生労働科

学研究費補助金免疫・アレルギー疾患政策研究事業

評価委員を含む、有識者に意見聴取結果に基づき改

訂を行い、「免疫アレルギー疾患研究10か年戦略」の
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推進に関する中間評価報告書（案）を作成した（別

添資料参考）。 

前半5年間の主な研究成果として、下記が挙げられた。 

戦略1: 免疫細胞のトランスクリプトーム解析とゲ

ノム情報を統合した遺伝子多型の機能カタログの作

成、JAK阻害剤外用薬及びIL-31受容体Aを阻害する抗

体製剤の開発、皮膚の常在菌に対する自然リンパ球

と皮脂腺の寄与。 

戦略2：都道府県拠点病院を活用したアレルギー疾患

の有病率調査、電子カルテ・アプリ等を活用したリア

ルワールドデータ解析研究（アドレナリン自己注射

製剤の処方状況）。 

戦略3：本邦では高齢者に多いアレルギー性気管支肺

真菌症（ABPM）の新診断基準の確立、重症・難治性・

治療抵抗性アレルギー患者に対する生物学的製剤治

療の特性の解明。 

 

また、今後推進すべき研究として、下記の項目が挙げ

られた。 

 

戦略1 ：本態解明「先制的医療等を目指す免疫アレ

ルギーの本態解明に関する基盤研究」 

1-1 免疫アレルギー疾患の多様性の理解と層別化に

資する基盤研究 

○最新の解析技術を用い、適宜既存の動物モデルを

活用した、個々の疾患病態を理解する 

研究 

○大部分を占める軽症から中等症症例に対する最適

医療の推進に資する研究 等  

1-2 将来の予防的・先制的医療の実用化を目指す研

究開発 

○最新の科学的手法を用いて先制医療の対象を明ら

かにする研究 等 

1-3 免疫アレルギー疾患における宿主因子と外的因

子の関係に着目した基盤研究 

○アレルギーに関わる環境の整備につながる研究及

び他領域との連携研究 等 

1-4 臓器連関・異分野融合に関する免疫アレルギー

研究開発 

○炎症・免疫や神経等、相互に影響する新たな分子

機構の解明研究 

○多元的データをAI等の活用を通じて、治療標的の

創出、治療の高精度化を目指す研究 

 

戦略2 ：社会構築「免疫アレルギー研究の効果的な

推進と社会の構築に関する横断研究 」 

2-1 患者・市民参画による双方向性の免疫アレルギ

ー研究の推進に関する研究 

○患者・研究者・市民への効果的な情報発信を推進

し、PPIの共通認識の醸成に資する研究 

○患者会を含む研究協力体制の構築、事例集等の蓄

積を行う研究 等 

2-2 免疫アレルギー研究におけるアンメットメディ

カルニーズ等の調査研究開発 

○アンメットニーズ解決に資する、デジタル基盤を

活用した社会実装をめざす研究 

○アンメットニーズに対する縦断かつ横断的な調査

基盤の構築を行う研究 等 

2-3 免疫アレルギー研究に係る臨床研究基盤構築に

関する開発研究 

○全国の、研究協力可能な患者・医療機関と繋がり

やすい、診療ネットワークを活用した研究 

○拠点病院等を活用したアレルギー疾患有病率の継

続的な疫学調査 等 

2-4 免疫アレルギー研究における国際連携、人材育

成に関する基盤構築研究 

○国際的若手研究者の育成基盤及び研究体制の確立

と、それらを活用した研究 

○継続的な横断的アレルギー診療教育・リカレント

教育の有効性を実証する研究 等 

 

戦略３：疾患特性「ライフステージ等免疫アレルギ

ー疾患の特性に注目した重点研究」 

3-1 母子関連を含めた小児および移行期の免疫アレ

ルギー疾患研究 

○急増する疾患の実態把握及び病態解明研究 

〇母体情報、遺伝学的要因及び環境要因を統合的に

解析した病態解明研究 等 

3-2 高齢者を含めた成人発症免疫アレルギー疾患研

究 

○免疫学的老化や加齢性の疾患特性変化のメカニズ

ムを解明する研究 

○年齢層毎の予防・診断・治療戦略の構築を推進す

る研究 等 

3-3 重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾

患研究 

○免疫学的基礎研究による重症・難治性・治療抵抗

性の病態解明 

○重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾患

が各ライフステージに与える影響等の評価 等 

3-4 希少疾患と関連する免疫アレルギー疾患研究 

○希少疾患領域と連携し、単一遺伝子変異を含む希

少免疫アレルギー疾患研究の継続 等 

 

戦略横断的な推進につながる項目 

1.個々の患者における病態をより詳細に理解するた

めに、最新の科学的手法を最大限に活用して免疫ア

レルギー研究を行うこと 

2.レジストリーやバイオバンク、国内外のネットワ

ークを活用し持続可能な研究基盤体制を充実させて

いくこと 

3.患者数が急増するアレルギー疾患やアレルギー類

縁疾患の病態解明及び適切な情報提供に向けて他疾

患領域との連携をしていくこと 

4.研究成果の社会実装に向けた研究開発インフラと

積極的に連携していくこと 
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2. 10か年戦略後半に向けた課題の抽出と研究推進

体制の構築 

2024年11月に厚生労働省から「免疫アレルギー疾患

研究10か年戦略」の推進に関する中間報告書が発出

されたのを受け、研究分担者及び協力者を対象とし

て、中間報告書の中で今後進めていくべき研究と提

起された研究を推進、実装していくための具体的な

方策に関するアンケート調査を行った。また、それら

の結果を元に、2025年1月25日に開催された令和6年

度班会議で議論を行った。 

アレルギー分野は、基本法が成立して以来、災害対策

や学校での指導等、医療政策の中に患者さんの声が

多く反映されている。研究においても患者市民参画

を推進していく上での具体的な方策として、事例集

の作成、研修、コーディネーターの育成などを学会と

して連携して推進し、研究者と患者市民の両方で知

識を深めていくことが挙げられた。 

オールジャパンの研究診療体制の構築については、

拠点病院ネットワークの活用を推進すべく、移行期

医療や成人食物アレルギー診療の確立をはじめとし

た、拠点病院の診療ニーズに資するような研究を推

進し、診療と研究を両輪で進めていくことが挙げら

れた。 

研究予算の確保に関しては、文科省事業の橋渡し研

究やプログラム等との連携を含む、他事業との連携

を模索することが挙げられた。 

また、生物学的製剤を始めとした分子標的薬による

全身療法が行われている症例で、診療科横断的な研

究を推進し、臓器横断的な解析で、特定の分子の臓器

毎の役割を明らかにすることなどが挙げられた。 

また、研究チームの多様性は、研究分野の広がりを示

す「ASJCコード数」、研究分野のバランスを示す「S

hannon-Wiener Index」、新たに開発した分野間の格

差を示す「Omnidisciplinary Index（o-index）」を

用いて評価。一方、研究成果は、論文の総数（研究の

量）、引用数の多い上位1％の論文数（研究の質）、

および上位10％の論文数（研究の厚み＝持続性）で評

価した。 

分析の結果、アレルギー研究の分野は高い水準にあ

り、学際性が重要な役割を果たしていた。日米英のチ

ーム間で多様性指標に大きな差は見られなかったが、

研究チーム構成の多様性と研究成果との関連性には

違いが見られた。NIHやMRCでは分野の数が増えるよ

うなチームの多様性が研究の量と質の向上に寄与し

ていた一方、JSPS基盤研究（A）領域のアレルギー研

究チームでは個々のメンバーの専門性が比較的高い

上での多様なチーム構成が研究成果に貢献している

傾向が見られた。すなわち、NIHやMRCでは、異なる分

野の研究者をチームに迎えることが成果向上に寄与

する一方、JSPSでは各分野で深い専門性を持つメン

バーが重要な役割を果たしていることが示唆された。

この結果は、国ごとの研究環境や資金提供プログラ

ムの目的に応じたチーム構成が、研究成果に与える

影響の違いと、チーム多様性の解釈はその定義によ

って異なることを明らかとした。  

 

3. 10か年戦略のさらなる推進に資する体制強化と

人材育成の仕組み作り 

10か年戦略では「重要な研究課題に関する若手研究

者を中心としたチームを学会の枠を超えて形成し、

課題解決を図ることが必要である。」とされている。

上記のチームの多様性と研究成果の関連する結果を

含め、関連学会7学会（日本アレルギー学会、日本小

児アレルギー学会、日本皮膚科学会、日本呼吸器学会、

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会、日本眼科学会、日本

免疫学会）より、個々の学際性と専門性を兼ね揃えた

メンバーが次世代タスクフォース（ENGAGE-TF）の新

たなメンバーとして推薦された。 

第二期ENGAGE-TFは下記の通りである。 

日本アレルギー学会推薦：高橋享平（国立病院機構相

模原病院）、三木春香（筑波大学） 

日本小児アレルギー学会推薦：松永真由美（浜松医科

大学）、溜雅人（国立成育医療研究センター） 

日本皮膚科学会推薦：米倉慧（京都大学）、吉岡華子

（大阪大学） 

日本呼吸器学会推薦：伊藤圭馬（名古屋市立大学）、

阿部結希（北海道大学） 

日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会推薦：津田武（大阪大

学）、岡愛子（国際医療福祉大学） 

日本眼科学会推薦：木村芽以子（順天堂大学） 

日本免疫学会推薦：松岡悠美（大阪大学） 

また、2024年10月19日に京都国際会館でENGAGE-TF第

1回会議を行った。以降、月に1度、ENGAGE-TF会議を

ウェブ会議にて継続して行っている。 
 
Ｅ．結論 

免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略 2030〜「見え

る化」による安心社会の醸成〜について、令和 3-5年

度森田班で築き上げた基盤を用いた調査結果を元に

して、「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略」の推

進に関する中間評価報告書（案）の作成を行った。

本研究班が作成した「免疫アレルギー疾患研究 10か

年戦略」の推進に関する中間評価報告書（案）を元

にして、2024年 8月 21日に開催された第 18回アレ

ルギー疾患対策推進協議会の中で、免疫アレルギー

疾患研究 10か年戦略の中間評価が検討され、2024年

11月に厚生労働省から「免疫アレルギー疾患研究 10

か年戦略」の推進に関する中間報告書が発出された。 

中間報告書の中で今後進めていくべき研究と提起さ

れた研究を推進、実装していくための具体的な方策

を検討した。更に、10か年戦略の推進体制の更なる強

化を目的として、関連学会7学会から新たなメンバー

の推薦をいただき、第二期ENGAGE-TFの体制を整えた。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 
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Imoto Y, Sakashita M, 
Tokunaga T, Kanno M, Saito 
K, Shimizu A, Maegawa A, 
Fujieda S 

Recent prevalence of 
allergic rhinitis caused by 
house dust mites among 
the pediatric population 
in Fukui, Japan 

World Allergy 
Organization 
Journal 

17(7) doi: 
10.1016/j.wa
ojou.2024.10
0932 

100932 2024 

Fujieda S, Wang C, 
Yoshikawa M, Asako M, 
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Akasaki Y, Inomata T, 
Iwagami M, Sung J, Nagino 
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Ranganathan P, Follows R, 
Marshall C, Han JK 

Efficacy and safety of 
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令和 6 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費 免疫・アレルギー疾患政策研究事業 
「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究」 

（主任研究者：森⽥英明） 
班会議 

 
⽇ 時：2025 年 1 ⽉ 25 ⽇（⼟曜⽇）10:00〜12:00 
場 所：ハイブリッド会議 

オンサイト：慶應義塾⼤学 3 号館（北棟）ラウンジ 
      (当⽇現地参加される⽅には別途、地図をお送りします) 
オンライン：Zoom にて開催 

 
Zoom ミーティングに参加する: 
https://zoom.us/j/91734304503?pwd=pIEiD3bCyuIiQh2QoVmfHM30NpKLBy.1  
ミーティング ID: 917 3430 4503 
パスコード: 088297   

 
 

議事次第 
1. 10:00 ご挨拶 

中⼭ 幸量  厚⽣労働省 健康局 がん・疾病対策課 課⻑補佐  
 

2. 10:05 「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略」の推進に関する中間報告書  
〜アレルギー疾患対策推進協議会での議論を踏まえて〜（森⽥英明） [参考資料 1, 2, 
3] 

 
3. 10:20 戦略 2-1 研究への患者・市⺠参画に関する調査結果（⾜⽴剛也）[参考資料 4] 

 
4. 10:30 戦略 1-4 異分野融合の好事例 ⾷物アレルギー アプリ研究（正⽊克宜）[参考

資料 5] 
 

5. 10:40 戦略 2-3 NDB を⽤いた診療実態把握 ⾆下免疫療法（坂下雅⽂）[参考資料 6] 
 
6. 10:50 戦略 2-3 臨床研究ネットワーク基盤を活⽤した研究（佐藤さくら）[参考資料 7] 

 
7. 11:05 戦略 2-4 国際的に活躍できる⼈材育成（⾜⽴剛也）[参考資料 8] 

 
8. 11:15 10 か年戦略 後半 5 年間に向けた体制作り（森⽥英明） 
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9. 11:20 総合討論（森⽥英明）[参考資料 10] 
 
10. 11:50 ご挨拶 
⼩川 靖 国⽴⼤学法⼈東海国⽴⼤学機構 名古屋⼤学医学部附属病院 
⾜⽴ 剛也 慶應義塾⼤学医学部 ⽪膚科学教室 
伊藤 靖典 地⽅独⽴⾏政法⼈ ⻑野県⽴病院機構 
桑原 優 国⽴病院機構三重病院 アレルギー疾患治療開発研究室 
⽟利 真由美 東京慈恵会医科⼤学 総合医科学研究センター 
中⼭ 幸量  厚⽣労働省 健康局 がん・疾病対策課 課⻑補佐  

 
 
資料： 
議事次第 
研究班名簿 
新 ENGAGE-TF メンバー名簿 
 
参考資料 1：免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略 
参考資料 2：「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略」の推進に関する中間評価報告書 
参考資料 3：免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略中間評価報告書概要 
参考資料 4：研究への患者・市⺠参画に関する調査結果 
参考資料 5：⾷物アレルギー アプリ研究 
参考資料 6：NDB を⽤いた診療実態把握 ⾆下免疫療法 
参考資料 7：臨床研究ネットワークを使⽤したアナフィラキーの実態調査 
参考資料 8：国際的に活躍できる⼈材育成 
参考資料 9：新 ENGAGE-TF メンバー  
参考資料 10：免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略 中間評価報告書案 
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令和 6 年度厚⽣労働⾏政推進調査事業費 免疫・アレルギー疾患政策研究事業 

「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究」
研究班名簿 

 
研究代表者 
森⽥ 英明  国⽴研究開発法⼈ 国⽴成育医療研究センター 
       免疫アレルギー・感染研究部 室⻑ 
研究分担者 
⽟利 真由美  東京慈恵会医科⼤学 総合医科学研究センター 分⼦遺伝学研究部 教授 
天⾕ 雅⾏   慶應義塾⼤学医学部 ⽪膚科学教室 教授  
海⽼澤 元宏  国⽴病院機構 相模原病院 臨床研究センター 

臨床研究センター⻑ 
藤枝 重治   国⽴⼤学法⼈ 福井⼤学  

学術研究院医学系部⾨ 教授 
松本 健治   国⽴研究開発法⼈ 国⽴成育医療研究センター 
        免疫アレルギー・感染研究部 部⻑ 
⾜⽴ 剛也   慶應義塾⼤学医学部 ⽪膚科学教室 専任講師 
⾙沼 圭吾   国⽴病院機構 三重病院 臨床研究部 研究員 
中島 沙恵⼦  国⽴⼤学法⼈ 京都⼤学⼤学院医学研究科  

⽪膚科学 特定准教授 
神尾 敬⼦   東京⼥⼦医科⼤学 内科学講座呼吸器内科学 助教 
佐藤 さくら  国⽴病院機構 相模原病院 
        臨床研究センター アレルギー性疾患研究部⻑ 
倉島 洋介   国⽴⼤学法⼈ 千葉⼤学⼤学院医学研究院 
        イノベーション医学 准教授 
⼆村 昌樹   国⽴病院機構 名古屋医療センター ⼩児科 医⻑ 
猪俣 武範   順天堂⼤学医学部 眼科学講座 准教授 
坂下 雅⽂   国⽴⼤学法⼈ 福井⼤学医学部附属病院 
        ⽿⿐咽喉科・頭頸部外科/医学研究⽀援センター 講師 
福⽥ 憲    ⾼知⼤学医学部 眼科学講座 准教授 
正⽊ 克宜   慶應義塾⼤学医学部 内科学 助教 
緒⽅ ⼤聡   国⽴⼤学法⼈ 九州⼤学 呼吸器内科 助教 
 
研究協⼒者 
⼩川 靖    国⽴⼤学法⼈東海国⽴⼤学機構 名古屋⼤学医学部附属病院 
        先端医療開発部 講師 
伊藤 靖典   地⽅独⽴⾏政法⼈ ⻑野県⽴病院機構 
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⻑野県⽴こども病院 ⼩児アレルギーセンター⻑ 
桑原 優       国⽴病院機構三重病院 アレルギー疾患治療開発研究室 
⾚崎 安序   順天堂⼤学医学部 眼科学教室 助教？ 
宮川 明⼤   京都府⽴医科⼤学⼤学院医学研究科医療フロンティア展開学 研修員 
林 優佳    国⽴成育医療研究センター 免疫アレルギー・感染研究部 共同研究員 
⼩⼭ 佳祐   国⽴⼤学法⼈ 福井⼤学 医学部⽿⿐咽喉科・頭頸部外科学 特命助教 
⽶倉 慧    京都⼤学⼤学院医学研究科・医学部 ⽪膚科学 特定研究員（PD） 
 
 
新 ENGAGE-TF メンバー 
 
⽇本アレルギー学会推薦 
⾼橋 享平  国⽴病院機構相模原病院 臨床研究センター 疫学統計研究室 
三⽊ 春⾹  筑波⼤学医学医療系 膠原病リウマチアレルギー内科学 
⽇本⼩児アレルギー学会推薦 
松永 真由美 浜松医科⼤学 ⼩児科 
溜 雅⼈   国⽴成育医療研究センター 免疫アレルギー・感染研究部 
⽇本呼吸器学会推薦 
阿部 結希  北海道⼤学⼤学院医学研究院 呼吸器内科学教室 
伊藤 圭⾺  名古屋市⽴⼤学⼤学院医学研究科 呼吸器・免疫アレルギー内科学 
⽇本⽪膚科学会推薦 
吉岡 華⼦  ⼤阪⼤学⼤学院医学系研究科内科系臨床医学専攻  

情報統合医学講座⽪膚科学教室 
⽶倉 慧   京都⼤学⼤学院医学研究科・医学部 ⽪膚科学 
⽇本⽿⿐咽喉科頭頸部外科学会推薦 
岡 愛⼦   国際医療福祉⼤学 ⽿⿐咽喉科 
津⽥ 武   ⼤阪⼤学⼤学院医学系研究科 ⽿⿐咽喉科・頭頸部外科学 
⽇本眼科学会推薦 
⽊村 芽以⼦ 順天堂⼤学医学研究科 眼科学講座 
⽇本免疫学会推薦 
松岡 悠美  ⼤阪⼤学免疫学フロンティア研究センター  

IFReC⽪膚アレルギー⽣体防御 
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「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略」

の推進に関する中間評価報告書（案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年８月 

厚生労働行政推進調査事業費補助金 

免疫・アレルギー疾患政策研究事業  

「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体

制強化に関する研究」研究班 

 

 

 

 

 

第 18 回アレルギー疾患対策推進協議会 

資料３ 

令和６年８月 21 日 
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1. はじめに 

我が国において、気管支ぜん息、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、アレルギー性結膜炎、花

粉症、食物アレルギーなどのアレルギー疾患を有する者は増加の一途をたどっている。 

アレルギー疾患はしばしば発症や増悪を繰り返し、症状の悪化や治療のために通院や入院など生活

の質を著しく損なうだけでなく、時にはアナフィラキシーショックなど致死的な転帰をたどることも

あることから、国民の健康と生活にとって重大な問題である。 

このような背景から我が国のアレルギー疾患対策の一層の充実を図るために平成 26 年にアレルギ

ー疾患対策基本法が成立・公布され、更に総合的な推進を図るために平成 29 年に「アレルギー疾患

対策の推進に関する基本的な指針」（以下、基本指針）が厚生労働大臣により策定され、令和４年に

現状を踏まえた一部改正がなされた。 

基本指針において、アレルギー疾患の発症や増悪にはアレルゲンの曝露などの環境的な因子が関連

していることから、我が国としてのアレルギー疾患に対する環境や生活への取り組みが必要であるこ

とに加え、疾患対策としてアレルギー疾患に係る根本的治療の開発や普及、また我が国のアレルギー

疾患の現状を把握する疫学研究の継続的な推進のために患者の視点に立った研究の長期的かつ戦略

的な推進が必要とされてきた。 

また、リウマチ性疾患においては、平成 30 年 11 月に報告された「リウマチ等対策委員会報告書」

の中で、今後のリウマチ対策の全体目標として「リウマチ患者の疾患活動性を適切な治療によりコン

トロールし、長期的なQOLを最大限まで改善し、継続的に職業生活や学校生活を含む様々な社会生

活への参加を可能とする」とされている。この目標を達成するために、「医療の提供等」、「情報提供・

相談体制」、「研究開発の推進」について方向性を示し、報告書に基づいた今後の課題に対して取り組

んでいるところである。 

これらの諸問題の解決に向け「免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略」（以下、10 か年戦略）が平

成 31 年に策定され、免疫アレルギー疾患研究を推進してきた。 

10か年戦略では「本態解明」「社会の構築」「疾患特性」の 3つの戦略を柱に、「発症予防・重症化

予防による QOL 改善」と「防ぎ得る死の根絶」のために、「疾患活動性1や生活満足度の見える化」

や「病態の「見える化」に基づく層別化医療2及び予防的・先制的医療3の実現」を通じて、ライフス

テージに応じて、安心して生活できる社会を構築」することを目指すこととした。 

そしてその評価体制として、「各研究項目において、10 年という長期間の中で常に目標設定を明確

に行い、その進捗状況や、国内外の免疫アレルギー研究の全体像や、患者をはじめとする国民のニー

ズ等を正確に継続的に把握し、10か年戦略の中間評価と見直しを行う」とされていることから、本研

究班では我が国の免疫アレルギー疾患研究の進捗状況や現在の課題を把握するとともに、今後重点的

 

1 症状や機能障害の程度であり、病気の勢いのこと。客観的な数値（スコア）などで表すことにより、

治療の効果などを評価するのに役立つ。 

2 ある疾患に属する患者を、いくつかの集団に分類し、各集団に適した治療法を選択することを目的と

した医療のこと。精密医療ともいう。 

3 ある疾患の発症リスクが高い人に対し、発症前から医学的介入を行うことによって、発症を未然に防

ぐことを目的とした医療を指す。 
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に取り組むべき研究について議論し、今後の方向性を示すこととした。 

 

2. 各戦略の成果と後半期間に取り組むべき研究について 

 

（1） 戦略１：先制的医療等を目指す免疫アレルギーの本態解明に関する基盤研究 

目標：「革新的な医療技術に基づく層別化医療および予防的・先制的医療」の実現に向けて、

基盤となる基礎研究・疫学研究・臨床研究を推進することで、免疫アレルギー疾患の根源的

な本態解明を目指す。 

 

戦略 1-1: 免疫アレルギー疾患の多様性の理解と層別化に資する基盤研究 

背景：免疫アレルギー疾患は、多様かつ複合的要因を有する疾患であり、患者によって、治療

に対する反応性や副作用の発現に違いがあることが、これら疾患の診療や研究を困難にして

いる。そのため、遺伝学的・分子生物学的な解析を含めた科学的、かつ詳細な病態解析に基づ

いて、患者を特定のグループに分け（層別化）、それぞれのグループに最適な医療を導入する

ことで、患者負担の軽減と診療の効率化を進めていく必要がある。そのためには、基盤とな

る基礎研究・疫学研究・臨床研究を推進することで、免疫アレルギー疾患の根源的な本態解

明を目指す必要がある。 

戦略策定後の成果：免疫アレルギー疾患領域では患者遺伝学的要因（ゲノム情報）の解析に、

それぞれの疾患に関連する組織や細胞での遺伝子発現情報や環境情報（皮膚の細菌叢等）を

組み合わせた病態解明が行われ、多くの成果が得られた。また、新型コロナウイルス感染症

における血管炎を誘導する仕組みや重症化を予測するマーカーも同定された。 

現在の課題：一方で、多様な病態をとる免疫アレルギー疾患では、疾患の本態メカニズムの

解明は未だ十分ではない。例えば、分子標的薬4等の新たな治療薬の選択肢が増えたのに対し、

どの治療が個々の患者の病態に合った最適な治療かを判断し、効果の乏しい治療を選ばずに

治療選択ができるようになるための知見が望まれる。1 細胞レベルでの解析 (シングルセル

解析5) や空間的遺伝子発現解析6等の最新技術を用いることで、病態の根本原因となる細胞等

を明らかにすることが可能になりつつあるが、これらを活用した研究は未だ少ない。 

今後推進すべき研究：免疫アレルギー疾患の本態解明の研究を推進し、根治療法の発展及び

新規開発を目指し、基礎と臨床が両輪となり研究を推進する。 

● 最新の解析技術を用い、適宜既存の動物モデル等を活用した、個々の疾患病態を詳細に理

解する研究 

● 大部分を占める軽症から中等症症例に対する最適医療の推進に資する研究 

 

4 病気の原因となる特定の分子や細胞を狙って症状を抑える薬。 

5 一つ一つの細胞の特徴を詳細に調べることで、体の中でどの細胞がどのように働いているかを明らか

にする技術。 

6 組織のどの部分で特定の遺伝子が活発に働いているかを示すことで、体の中で細胞がどのように機能

しているのかを視覚的に理解する技術。 
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● 既存治療で改善しない症例についての病態解明研究 

● AI・DX を活用した診断補助ツール7の開発及び研究の推進 

 

 

戦略 1-2 将来の予防的・先制的医療の実用化を目指す研究開発 

背景：免疫アレルギー疾患は増悪、軽快、寛解、再燃を繰り返し、長期にわたり生活の質が著

しく損なわれることがある。また、一度発症すると、複数のアレルギー疾患を次々に発症し

得る（アレルギーマーチ）等の特徴を有する。そのため、生活の質の向上や、医療経済的な観

点からも、アレルギー疾患の発症を予防する予防的・先制的医療を実現化していく必要があ

る。 

戦略策定後の成果：乳児期における早期の治療介入が、その後のアレルギー疾患を一部予防

できる可能性が示された。 

現在の課題：一方で、標準的治療、及び早期介入をもってしても、発症を予防できない患者が

一定数存在することも明らかになりつつある。これら標準的治療、及び早期介入でも発症予

防できない患者に関する科学的知見を集積し、それらに基づき、どのような患者に、どの治

療を選択するか、等の予防的・先制的医療の戦略を具体化していく必要がある。遺伝子発現

情報（トランスクリプトミクス）により、分子病態による層別化（エンドタイプ）8が進み、

それらが疾患重症度や増悪傾向、治療応答性に関連することが明らかとなっている。個別化

医療を提供するため、トランスクリプトミクス等のオミックス解析の臨床への活用が期待さ

れている。 

今後推進すべき研究：免疫アレルギー疾患の発症を予防する予防的・先制的医療を実現化し

ていくため、下記の研究を推進する。 

● 最新の科学的手法9を用いて先制医療の対象を明らかにする研究 

● 低侵襲10に取得できる細胞/組織等を用いた研究 

 

 

戦略 1-3 免疫アレルギー疾患における宿主因子と外的因子の関係に着目した基盤研究 

背景：免疫アレルギー疾患では、多様かつ複合的要因が関与していると考えられている。特

に、患者の周囲の自然環境及び住居内の環境は重要であり、そこでの生活の仕方並びに周囲

の者の理解に基づく環境の管理等に大きく影響される。このように、免疫アレルギー疾患は

外的因子と宿主因子が複雑にその病態に関与していることが想定されているが、現時点にお

いてその本態解明は十分ではない。 

 

7 病気の診断をより正確に行うために役立つ技術。 

8 病気の原因となる分子レベルでの違いに基づいて患者を分類し、より効果的な治療を提供する方法。 

9 臨床症状や家族歴のみでなく、遺伝学的情報や環境要因等の外的要因、一細胞レベルでの免疫解析等

を用いた手法。 

10 体に負担が少ないことを指す。 
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戦略策定後の成果：皮膚に常在する菌から産生される物質が皮膚の免疫応答をうまく調節し

ていること、またアトピー性皮膚炎では黄色ブドウ球菌の割合が増加し、正常細菌叢が破綻

して皮膚炎の増悪につながることが明らかとなってきた。宿主因子と外的因子の関係に着目

した基盤研究の推進は一定の効果を得ていると考えられる。 

現在の課題：一方で、新たな外的因子の同定や対処方法を検討していく必要もある。環境モ

ニタリングと適切な環境整備を、免疫アレルギー疾患の予防法や治療法につなげ、普及させ

るためには、食品・飲料・化粧品・住居や寝具・家電・ヘルスケア、海洋・森林・宇宙を含む

自然環境等の他領域との有機的な連携が不可欠であるが十分ではない。 

今後推進すべき研究：多様かつ複合的要因の関与する免疫アレルギー疾患の病態解明におい

て、下記の研究を推進する。 

● アレルギーに関わる環境の整備につながる研究及び他領域との連携研究 

● 新規外的因子の同定や対処方法の研究 

 

戦略 1-4: 臓器連関・異分野融合に関する免疫アレルギー研究開発 

背景：アレルギー疾患は全身的反応を起こしうる疾患で、内科、皮膚科、耳鼻咽喉科、眼科、

小児科など多岐にわたる診療科が関与する臓器横断的な疾患である。さらに、その発症及び

重症化には多様かつ複合的な要因を有する。このようなアレルギー疾患特有の性質に鑑み、

臓器間を連関させるメカニズムの解明や、異分野融合に関する研究開発が不可欠である。 

戦略策定後の成果：前述のアトピー性皮膚炎等では異分野融合が進み、新たな病態解明のフ

レームワークが進みつつある。また、新型コロナウイルス感染症のパンデミックという国家

的課題が生じた中で、免疫アレルギーの研究アプローチにより、肺病変が重症化するメカニ

ズムが解明されるとともに、新たな重症化判定及び予測マーカーが同定された。これら臓器

連関・異分野融合研究の推進には一定の効果が得られている。 

現在の課題：一方で、その成果は限定的であるため、推進方法の革新も望まれている。得られ

た成果を迅速に社会実装11するには、意思決定プロセスが迅速で柔軟なスタートアップ12と連

携することも有用であるが、日本の免疫アレルギー領域では、民間会社のスタートアップ投

資額は、海外と比較して極めて少なく (国籍別に比較すると概ね米国:欧州:日本＝20:6:1【免

疫アレルギー疾患対策に関する研究基盤及び評価基盤の構築＿令和 4 年度総括研究報告書】

より)、ヘルスケアアプリ・疾患横断型等への投資に偏っている。また、基礎研究から社会実

装まで、異分野融合に関する研究も少ない。 

今後推進すべき研究：臓器連関・異分野融合研究は引き続き有望な戦略項目であることを鑑

み、以下の研究を推進する。 

● 炎症・免疫や神経等、相互に影響する新たな分子機構の解明研究 

● 多元的データを AI 等の活用を通じて、治療標的の創出、治療の高精度化を目指す研究 

●工学、化学、環境学研究等と連携した研究 

 

11 研究や技術の成果を実際の社会や生活で役立てるために導入すること。 

12 新しいアイディアや技術をもとに、事業を始める新興企業のこと。 
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●得られた成果の社会実装を目指す開発研究 

 

（2） 戦略 2: 免疫アレルギー研究の効果的な推進と社会の構築に関する横断研究 

目標：国民一人一人の貢献を重要視し、国内外の産官学民のあらゆる力を結集して国際的な

研究開発を進められる仕組み作りを行い、かつ患者を含む国民が参画する研究成果の社会へ

の効果的な還元を目指す。 

戦略 2-1: 患者・市民参画による双方向性の免疫アレルギー研究の推進に関する研究 

背景：患者・市民が臨床試験等に主体的に参画する上で何が必要なのか、検討を行うととも

に、疾患の経過、治療効果に関する患者の全国調査や臨床検体の収集を行い、介入を伴う臨

床試験等のデザイン、実施、報告書作成に対して、患者・市民の参加を進める必要があるとさ

れる。こうした経験を通じて、患者・市民の理解が深まり、より双方向性の研究推進が可能と

なる。 

戦略策定後の成果：これまで、患者・市民参画によるスマートフォンアプリケーションを用

いたデータ基盤の開発、運用が、花粉症やアトピー性皮膚炎の領域で進められ、これまで見

落とされてきた実社会・実臨床におけるアンメットニーズ13を抽出し、課題解決を図る研究が

推進されている。また、2018 及び 2022 年に日本医療研究開発機構 (AMED) が、がんおよ

び難治性疾患の患者団体、研究者を対象として行った臨床研究等における患者・市民参画に

関する動向調査との比較検討の結果、アレルギー領域における患者・市民参画（PPI）の現状

や課題が明らかになりつつある。 

現在の課題：患者側からは、研究の理解を深める取り組みのニーズが、研究者側からは、患者

会との接点作りの方法や、情報や研究についてどのような協力が行えるのか事例集等のニー

ズ、及び患者と研究者間の PPI の共通認識を明確にする必要性が明らかとなってきている。 

今後推進すべき研究：免疫アレルギー疾患は有症者が多いため、PPI を実践するには適した

研究領域である。また、多くの患者会が存在し、それぞれの立場でより良い医療を患者が享

受できるような貢献をしている。以下のような取り組みの継続により、患者本人及び家族が

疾患をより理解する土壌が醸成されていくと期待される。 

●患者・研究者・市民への効果的な情報発信を推進し PPI の共通認識の醸成に資する研究 

●患者（会）を含む研究協力体制の構築、事例集等の蓄積を行う研究 

 

戦略 2-2: 免疫アレルギー研究におけるアンメットメディカルニーズ等の調査研究開発 

背景：多岐に渡る免疫アレルギー疾患について科学的な知見に基づく適切な情報を入手でき

る体制を整備することや正しい知見に基づいた情報提供等を通じ、生活の質の維持向上のた

めの支援が必要である。また、医療に求められるニーズだけではなく、社会に対してのニー

ズ等の収集・評価も行う必要があり、そのためには、国民の理解と参画に基づいて疫学研究

が実施され、遺伝学的要因・環境要因に関する情報と、患者ニーズの両者を、包括的に調査・

評価を行い、その上で疾患活動性や生活満足度を「見える化」する等により、患者ニーズを充

 

13 いまだに満たされていないニーズを指す。 
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足するために重要な基礎研究及び臨床研究を横断的に実施する必要がある。その研究成果を

社会実装することで、患者満足度の高い医療提供を可能とし、職業生活、学校生活等を含め

安心して生活できる社会を構築していくことが必要となる。 

戦略策定後の成果：リアルワールドデータ（RWD）14やスマートフォンアプリケーションを

用いたデジタルコホート研究15によるデータ収集によるアンメットニーズの「見える化」やア

ンメットニーズ調査を踏まえつつ科学的知見に基づいた情報提供を行う等の研究が行われて

きた。デジタル基盤を用いることで、これまで可視化できていなかった患者実態が明らかと

なり、特に花粉症では、眼と鼻両方に症状のある患者は、より自覚症状が強く多様な特徴を

持つことが明らかとなった。 

現在の課題：RWD を使用した研究の論文が出始めているものの、十分ではない。また、免疫

アレルギー疾患患者のニーズは技術の進歩や治療の変化により、時々刻々と変化するが、そ

れらに対応可能なアンメットニーズ探索の（妥当性評価も含む）基盤構築が確立されていな

い。調査対象となった患者のみに限らない、国民のアンメットニーズを把握し、多様性の理

解を深め、さらに AI や DX も活用し個々に最適な医療の提供を目指す必要がある。 

今後推進すべき研究： 

● アンメットニーズ解決に資する、デジタル基盤を活用した社会実装をめざす研究 

● 免疫アレルギー疾患におけるアンメットニーズに対する縦断かつ横断的な調査基盤の構

築を行う研究 

● NDB16や PMDA17、NHO18、ナショナルセンター等、多様なデータベースを活用したアレ

ルギー診療の実態調査研究 

  

戦略 2-3: 免疫アレルギー研究に係る臨床研究基盤構築に関する開発研究 

背景：アレルギー疾患の医療提供体制を整備するために、都道府県アレルギー疾患医療拠点

病院（以下、都道府県拠点病院）が設置され、現在 47 都道府県 78 病院が各都道府県によっ

て選定されている。都道府県拠点病院の役割としては重症患者の診療だけではなく、人材育

成、情報提供に加え、国が長期的かつ戦略的に推進する全国的な疫学研究、臨床研究等に協

力することが求められている。また、免疫アレルギー疾患は多岐にわたるため、各疾患に関

連した学会、中心拠点病院ならびに都道府県拠点病院等が連携し、大規模な臨床研究などの

構築を目指す必要がある。 

戦略策定後の成果：これまでに都道府県拠点病院を活用し、本邦において初めて全年齢の各

アレルギー疾患の有病率を調査する疫学研究が実施された。今後同手法にて継続的に調査を

 

14 日常生活や医療現場で実際に得られたデータのことで、現実の状況に基づく情報。 

15 スマートフォンやウェアラブルデバイスなどのデジタル技術を使って、健康や生活習慣に関するデー

タを長期間にわたって集め、分析する研究。 

16 日本の医療機関での診療や処方の情報を集めた大規模なデータベース。 

17 日本で医薬品や医用機器の安全性と有効性を評価し、承認や監視を行う機関。 

18 日本全国にある国立病院を運営し、質の高い医療を提供する政府の機関。 
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していくことで、本邦におけるアレルギー疾患の有病率の変化を把握することが可能となる

ことが見込まれる。また、免疫アレルギー疾患に関連した学会が連携したタスクフォース19を

形成し、免疫アレルギー疾患における国際連携・人材育成を目指した基盤構築を行っている。 

現在の課題：拠点病院は各都道府県に指定されたが、拠点病院を中心とした各地域の臨床研

究基盤ネットワークはまだ構築されていない。また、臨床研究を遂行するための CRC 等から

なる支援基盤は脆弱であり、このような研究ネットワークを構築し維持するための包括的な

仕組み作りが進んでいない。免疫アレルギー疾患の特徴である罹患者数の多さ・軽症から重

症まで多岐にわたる患者を包括した研究体制が確立されていない。 

今後推進すべき研究： 

● 全国の、研究協力可能な患者・医療機関と繋がりやすい、診療ネットワークを活用した研

究 

● 拠点病院等を活用したアレルギー疾患有病率の継続的な疫学調査 

● バイオバンク等の研究資源を効果的に活用するための臨床研究基盤構築に資する研究 

 

戦略 2-4: 免疫アレルギー研究における国際連携、人材育成に関する基盤構築研究 

背景：免疫アレルギー疾患医療の課題は、主たる診療科である内科、皮膚科、耳鼻咽喉科、眼

科、小児科だけでなく、検査や治療の過程でアナフィラキシー等のアレルギー疾患を発症す

る患者に接する診療科においても存在する。さらに医師、歯科医師、薬剤師、看護師、臨床検

査技師、管理栄養士その他の多職種が免疫アレルギー疾患医療に携わることから、最新の科

学的知見に基づく適切な医療に関する情報の提供、免疫アレルギー疾患医療に関する研究及

び専門的知識と技術を有する医療従事者の育成を推進する必要がある。 

戦略策定後の成果：診療科・職種横断的な遠隔研修プログラムによるアレルギー診療教育の

均てん化への有用性が示唆されている。また、海外の日本人研究者のネットワークとの連携

のもと、国際連携に向けた国外日本人研究者の優れた研究成果の収集が開始された。 AMED

等で免疫アレルギー領域の若手研究者を公募対象とした研究実績が増えてきており、今後の

発展が期待される。 

現在の課題：一方で、現状では国外の研究者と連携して国際競争資金を獲得し研究を遂行し

ている研究者は少ない。免疫アレルギー研究、診療を担う次世代の若手育成、ダイバーシテ

ィの要素が少ない。 

今後推進すべき研究：免疫アレルギー疾患に携わる医療人ならびに若手研究者の持続可能な

育成基盤の確立にむけて、学会の垣根を超えた連携体制を構築し、下記の研究を推進する。 

●国際的若手研究者の育成基盤及び研究体制の確立と、それらを活用した研究 

●継続的な横断的アレルギー診療教育・リカレント教育の有効性を実証する研究 

●免疫アレルギー疾患領域における国際共同研究の推進 

 

（3） 戦略 3: ライフステージ等免疫アレルギー疾患の特性に注目した重点研究 

 

19 特定の課題を解決するために専門家が集まって一時的に組織されるチーム。 
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目標：ライフステージなどの疾患特性に応じた医療の最適化や、一部の重症免疫アレルギー

疾患における「防ぎ得る死」をゼロにするために、各疾患の特性に基づく予防法や治療法を、

広く社会に普及させることを目指す。 

 

戦略 3-1: 母子関連を含めた小児および移行期の免疫アレルギー疾患研究 

背景：アレルギー疾患は一度発症すると、新たなアレルギー疾患を発症しうる特徴を有して

おり、母子関連を含めた小児期からの発症予防が重要である。また、重症化の予防が必要で

あり、研究等の成果を普及し、活用し、および発展させることが必要である。これらを踏まえ

てコホート研究、病態解明研究、前向き介入研究20の推進と、研究成果については教育資材等

を開発して社会全体に普及するなどの方策が必要である。 

戦略策定後の成果：乳児期からアレルギー疾患への積極的な治療介入が新たなアレルギー疾

患の発症予防につながる可能性が報告された。また食物アレルギーや若年性特発性関節炎の

診療においては、小児と成人の狭間となる移行期の問題も踏まえて、国民に提供される診療

の均てん化を目指した診療指針が策定された。 

現在の課題：発症予防に対する一定の成果が得られているものの、母体情報を含めて遺伝学

的要因及び環境要因を統合的に解析して、さらなる免疫アレルギー疾患の有症率低下を目指

した研究が求められている。また、移行期（学童期以降）に関連する病態、現在の課題につい

ての研究は乏しい。移行期の管理・治療法が確立していない疾患については指針の策定が望

まれる。更に、木の実類アレルギーや食物アレルギーの特殊型等、近年急増している疾患の

実態調査や原因究明に資する研究は少ない。 

今後推進すべき研究： 

● 急増する疾患の実態把握及び病態解明研究 

● 母体情報、遺伝学的要因及び環境要因を統合的に解析した病態解明研究 

● 科学的根拠に基づいた情報提供と、それらが有症率に及ぼす影響に関する調査研究 

● 小児期から成人期までシームレスな診療の指針策定に資する研究 

 

戦略 3-2: 高齢者を含めた成人発症免疫アレルギー疾患研究 

背景：我が国では、依然としてアレルギー疾患を有する者の増加が見られている。特に成人

発症の免疫アレルギー疾患は自然寛解することが稀である。また、突然症状が増悪すること

により、致死的転帰をたどる例もある。そのため、これらの免疫アレルギー疾患に係る研究

の推進並びに研究等の成果を普及し、活用し、発展させることが必要である。 

戦略策定後の成果：診断基準の画一化や診療ガイドラインの策定などを通じて、薬剤アレル

ギー、成人食物アレルギー、真菌関連アレルギー性気道疾患、関節リウマチと多岐にわたる

成人発症免疫アレルギー疾患医療の質の向上が進められている。 

現在の課題：加齢や老化に関する研究は国内外で推進されているものの、成人発症アレルギ

ー疾患を包括的に解析した検討は、国内外を問わず少なく、今なお成人発症免疫アレルギー

 

20 特定の治療や介入が将来どのような効果をもたらすかを、時間をかけて追跡し評価する研究。 
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疾患の本態解明は十分ではない。また、診療・管理ガイドラインの有効性等、未だに明らかに

なっていないことが多い点も問題であり、引き続き良質なエビデンスの蓄積が必要である。

またアレルギーと病態が関連していると考えられる類縁疾患も増加傾向にあるが、その病態

解明は十分ではない。 

今後推進すべき研究：免疫アレルギー疾患の加齢に伴う特性変化に応じた医療の開発および

最適化を目指して、以下の研究を推進する。 

● 免疫学的老化や加齢性の疾患特性変化のメカニズムを解明する研究 

● 年齢層毎の予防・診断・治療戦略の構築を推進する研究 

● 年齢特性に応じた医療等の実臨床への展開とその有効性を検証する研究 

 

戦略 3-3: 重症・難治性・治療抵抗性21の免疫アレルギー疾患研究 

背景：免疫アレルギー疾患は多様かつ複合的な要因を有する疾患であり、時に全身性の重篤

な症状をきたす。重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾患は、患者本人や家族にと

り、社会に支障をきたすこともあることから、それらの予防、診断及び治療等に係る技術の

向上その他の研究等の成果を普及し、活用し、並びに発展させることが重要である。 

戦略策定後の成果：食物アレルギー患者では好塩基球が全身性アナフィラキシー誘導に関与

していることが報告された。重症・難治性・治療抵抗性の病態には各種生物学的製剤が臨床

応用され、例えば、重症気管支ぜん息では生物学的製剤の有効性を予測する研究が進められ

ている。疾患の発症と重症化の要因、診療・管理ガイドラインの有効性及び薬剤の長期投与

の効果並びに副作用等については明らかになっていないことが多いが、動物モデルを用いた

抗体製剤中止後のアレルギー再燃の原因解明をすすめる研究が行われている。 

現在の課題：いまだに本態解明は十分ではなく、基礎研究の成果が臨床応用されるまでに至

っていない。生活環境に関わる多様で複合的な要因が、発症及び重症化に関わっていること

がその原因の特定を困難にしている。また、重症・難治性の疾患が患者の日常生活や長期予

後に与える影響についても明らかになっていない。 

今後推進すべき研究： 

● 免疫学的基礎研究による重症・難治性・治療抵抗性の病態解明 

● 重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾患が各ライフステージに与える影響等の評

価 

● 本邦でのリアルワールドにおけるデータベース登録，継続観察研究 

● 分子標的薬がもたらす長期的な影響を明らかにする研究 

 

戦略 3-4: 希少疾患と関連する免疫アレルギー疾患研究 

背景：免疫アレルギー疾患は国民の生活に多大な影響を及ぼしているが、現時点においても

本態解明は十分ではない。免疫アレルギー疾患に起因する死亡者数を減少させるため、本態

解明の研究を推進し根治療法の発展及び新規開発を目指す必要がある。免疫アレルギー疾患

 

21 通常の治療方法では効果が見られない状態のこと。 
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の中にも希少疾患に該当する疾患が存在することが知られており、中でも単一遺伝子変異22に

起因して免疫アレルギー疾患症状を呈するものを対象として、その遺伝子や病態の解析をす

ることによって、免疫アレルギー疾患の治療対象となる標的分子が判明する可能性がある。 

戦略策定後の成果：高度な免疫不全を伴わない重症アレルギー疾患患者の一部には、単一遺

伝子変異が原因となり症状が引き起こされている可能性が明らかにされた。また、難治性の

アレルギー炎症を誘導する新たな細胞群やパスウェイ23も明らかになりつつある。 

現在の課題：一方で、これらの取り組みはアレルギー領域の研究者だけで推進するのは困難

である。2015-2018 年頃には AMED を中心として、希少疾患領域との連携の取り組みが行わ

れていたが、継続性が課題となっている。特に、診断が困難な患者に対する網羅的遺伝学的

解析結果と、Human Phenotype Ontology (HPO) 24形式に標準化されたフェノタイプ情報の

国内外でのデータシェアリングによって診断を進める未診断疾患イニシアチブ (IRUD)25や、

原因と考えられる遺伝子バリアントの機能的解析に関するリバーストランスレーショナルリ

サーチを進める J-RDMMといった取組を参考に取り入れていく必要がある。 

今後推進すべき研究：国内の他領域での取組や、国際的なコンソーシアム26の動向を踏まえ、

下記の研究開発を推進していくことが重要となる。 

● 希少疾患領域と連携し、単一遺伝子変異を含む希少免疫アレルギー疾患研究の継続 

● 一般の免疫アレルギー疾患でも、症例が極めて少ない特定の患者群を対象とした研究 

● 希少疾患症例から得られた知見を一般の免疫アレルギー疾患の診断、治療へ応用する研究 

 

3. おわりに 

我が国の免疫アレルギー疾患対策において、発症及び重症化の要因や病態解明、免疫アレルギー疾

患の標準診療の確立等の課題解決に向けて、疫学研究、基礎研究及び臨床研究を長期的かつ戦略的に

推進するため 10 か年戦略は策定された。前半の 5 年間で、免疫アレルギー疾患医療の均てん化に資

するガイドラインの作成や、災害時のみならず平時からの災害準備の推進等、免疫アレルギー疾患を

有する者がその居住する地域に関わらず安心して生活できる社会の構築に寄与してきた。また、基礎

研究においては、IgE の発見とアレルギー発症機序、免疫グロブリンの遺伝子再構成27、免疫チェッ

クポイントシステム28等、世界をリードする発見を続けてきた我が国の先達の業績を引き継ぎ、さら

に推進するため、アカデミアに限らない多様性・学際性と、日本に閉じこもらない国際連携等を念頭

に、複数の関連学会の協力のもと、全ての関係者がビジョンと目標の達成に向けて自発的に活動して

 

22 一つの遺伝子に起こる小さな変化のこと。これらが原因で特定の病気が引き起こされることがある。 

23 細胞内で様々な分子が協力して情報や物質を伝達し、特定の働きを実現する経路のこと。 

24 病気に関連する人の特徴や症状を標準化して記述するための辞書のようなもの。 

25 未診断疾患患者の情報共有と診断確定、そして治療を見据えた病態解明を目的としている。臨床の情

報及び遺伝学的な解析結果などに基づいて総合的に診断を行う体制や、国際連携が可能なデータベース

の構築を行う体制を構築し、研究開発を推進する環境を整備している。 

26 共通の目標を達成するために複数の組織や専門家が協力して結成する連合体。 

27 体が病原体に対抗するために、抗体を作る遺伝子を組み換えて多様な抗体を生み出す仕組み。 

28 免疫細胞が正常な細胞を誤って攻撃しないようにブレーキをかける仕組み。 
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きた。10か年戦略では、先制的医療等を目指す本態解明に関する基盤研究、研究の効果的な推進と社

会の構築に関する横断研究、ライフステージ等特性に注目した重点研究を 3 つの戦略としている。各

研究戦略に基づいて生まれた研究が、発展すると共に有機的に繋がり、研究基盤の強化やよりインパ

クトの大きい成果となることが望まれる。 

前半 5 年間の評価をもとに、世界の免疫アレルギー疾患研究の全体像、患者を始めとする国民ニー

ズの把握を、持続可能なプラットフォームとしていくことが必要となる。今回の中間評価では、戦略

横断的に関係し、全戦略の推進に繋がる項目として、「個々の患者における病態をより詳細に理解す

るために、最新の科学的手法を最大限に活用して免疫アレルギー研究を行うこと」、「レジストリー29

やバイオバンク、国内外のネットワークを活用し持続可能な研究基盤体制を充実させていくこと」、

「患者数が急増するアレルギー疾患やアレルギー類縁疾患の病態解明及び適切な情報提供に向けて

他疾患領域との連携していくこと」、「研究成果の社会実装に向けた研究開発インフラと積極的に連携

していくこと」が、今後の推進すべき研究として挙げられた。10 年という限りある時間の中で、免疫

アレルギー領域の研究戦略を推進することは、免疫アレルギー疾患に悩まれる患者・家族が安心して

暮らせる社会の醸成に貢献するものと期待される。 

 

29 特定の病気や治療に関する患者データを集めて管理し、研究や医療の改善に役立てるデータベース。 



免疫アレルギー疾患研究10か年戦略中間評価報告書概要（案）（令和６年８月）

産学官民の連携と患者の参画に基づいて、免疫アレルギー疾患に対して「発症予防・重症化予防によるQOL改善」と「防ぎ得る死の根絶」

のために、「疾患活動性や生活満足度の見える化」や「病態の『見える化』に基づく層別化医療および予防的・先制的医療の実現」を通じて、

ライフステージに応じて、安心して生活できる社会を構築する。

10年後に目指すべきビジョン：
以下の3つの戦略の実装と国内外の産学官民連携に基づく自発的な活動によって達成を目指す

後半5年間での課題と今後の研究戦略の方向性

戦略1：免疫アレルギー疾患のメカニズムの解明研究については、個々の患者に最適医療が提供されることを目標に、さらに推進する必要

がある。予防的・先制医療では、その対象等を含めて具体化する研究や、環境因子に対する新たな対処法の開発研究、神経ー炎症・免疫等の

多臓器連関の分子機構の解明研究等が必要である。

戦略２：患者と研究者間での研究への患者・市民参画に対する共通認識を明確にする必要性がある。各地域の臨床研究基盤ネットワークは

まだ構築されていない。社会実装をめざしたデジタル基盤を活用したアンメットメディカルニーズ解決に向けた研究、国際的若手研究者の育

成も十分ではない。国際研究体制の確立とアウトプットの関連を評価する研究等も必要である。

戦略３：近年急増している木の実類アレルギーや食物アレルギーの特殊型等疾患の実態や原因は明らかでない。成人発症型や、アナフィラ

キシー等重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾患の本態解明も十分ではない。単一遺伝子変異が原因の希少免疫アレルギー疾患が明

らかになってきており、希少疾患領域と連携し、それらの病態解明研究を推進する必要がある。

前半５年間での主な研究成果

・戦略１「先制的医療を目指す基盤研究」 ：免疫細胞のトランスクリプトーム解析とゲノム情報を統合した遺伝子多型の機能カタログの作成、

JAK阻害剤外用薬及びIL-31受容体Aを阻害する抗体製剤の開発、⽪膚の常在菌に対する⾃然リンパ球と⽪脂腺の寄与。

・戦略２ 「効果的推進と社会構築に関する横断研究」 ：都道府県拠点病院を活用したアレルギー疾患の有病率調査、電子カルテ・アプリ等

を活用したリアルワールドデータ解析研究 (アドレナリン⾃己注射製剤の処方状況)。

・戦略３ 「ライフステージ等に注目した重点研究」 ：本邦では高齢者に多いアレルギー性気管支肺真菌症（ABPM)の新診断基準を確立した。

重症・難治性・治療抵抗性アレルギー患者に対する生物学的製剤治療の特性が明らかにした。

第18回アレルギー疾患対策推進協議会
資料４

令和６年８月21日



中間評価を踏まえ、今後推進すべき研究（案）

1. 個々の患者における病態をより詳細に理解するために、最新の科学的手法を最大限に活用して免疫アレルギー研究を行うこと
2. レジストリーやバイオバンク、国内外のネットワークを活用し持続可能な研究基盤体制を充実させていくこと
3. 患者数が急増するアレルギー疾患やアレルギー類縁疾患の病態解明及び適切な情報提供に向けて他疾患領域との連携をしていくこと
4. 研究成果の社会実装に向けた研究開発インフラと積極的に連携していくこと

戦略横断的な推進に繋がる項目

3-1 母子関連を含めた小児および移行期の
免疫アレルギー疾患研究
○急増する疾患の実態把握及び病態解明研究
〇母体情報、遺伝学的要因及び環境要因を統合的
に解析した病態解明研究 等

3-2 高齢者を含めた成人発症免疫アレル
ギー疾患研究
○免疫学的老化や加齢性の疾患特性変化のメカニ
ズムを解明する研究
○年齢層毎の予防・診断・治療戦略の構築を推進
する研究 等

3-3 重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレ
ルギー疾患研究
○免疫学的基礎研究による重症・難治性・治療抵
抗性の病態解明
○重症・難治性・治療抵抗性の免疫アレルギー疾
患が各ライフステージに与える影響等の評価 等

3-4 希少疾患と関連する免疫アレルギー疾
患研究
○希少疾患領域と連携し、単一遺伝子変異を含む
希少免疫アレルギー疾患研究の継続 等

戦略３：疾患特性
「ライフステージ等免疫アレルギー疾患の

特性に注目した重点研究」

2-1 患者・市民参画による双方向性の免疫
アレルギー研究の推進に関する研究
○患者・研究者・市民への効果的な情報発信を推
進し、PPIの共通認識の醸成に資する研究
○患者(会)を含む研究協力体制の構築、事例集等
の蓄積を行う研究 等

2-2 免疫アレルギー研究におけるアンメッ
トメディカルニーズ等の調査研究開発
○アンメットニーズ解決に資する、デジタル基盤
を活用した社会実装をめざす研究
○アンメットニーズに対する縦断かつ横断的な調
査基盤の構築を行う研究 等

2-3 免疫アレルギー研究に係る臨床研究基
盤構築に関する開発研究
○全国の、研究協力可能な患者・医療機関と繋が
りやすい、診療ネットワークを活用した研究
○拠点病院等を活用したアレルギー疾患有病率の
継続的な疫学調査 等

2-4 免疫アレルギー研究における国際連携、
人材育成に関する基盤構築研究
○国際的若手研究者の育成基盤及び研究体制の確
立と、それらを活用した研究
○継続的な横断的アレルギー診療教育・リカレン
ト教育の有効性を実証する研究 等

戦略2：社会構築
「免疫アレルギー研究の効果的な推進と社

会の構築に関する横断研究」

1-1 免疫アレルギー疾患の多様性の理解
と層別化に資する基盤研究
○最新の解析技術を用い、適宜既存の動物モ
デルを活用した、個々の疾患病態を理解する
研究
○大部分を占める軽症から中等症症例に対す
る最適医療の推進に資する研究 等

1-2 将来の予防的・先制的医療の実用
化を目指す研究開発
○最新の科学的手法を用いて先制医療の対象
を明らかにする研究 等

1-3 免疫アレルギー疾患における宿主
因子と外的因子の関係に着目した基盤
研究
○アレルギーに関わる環境の整備につながる
研究及び他領域との連携研究 等

1-4 臓器連関・異分野融合に関する免疫
アレルギー研究開発
○炎症・免疫や神経等、相互に影響する新た
な分子機構の解明研究
○多元的データをAI等の活用を通じて、治療
標的の創出、治療の高精度化を目指す研究
等

戦略1：本態解明
「先制的医療等を目指す免疫アレルギー

の本態解明に関する基盤研究」

PPI: Patient and Public Involvement
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ABSTRACT

Background: This study examined the relationship between the disciplinary diversity of research
teams and research output (RO) in allergy and immunology programs funded by the National
Institutes of Health (NIH) in the United States, Medical Research Council (MRC) in the United
Kingdom, and Japan Society for the Promotion of Science (JSPS).

Methods: Using a dataset containing 1243, 3645, and 1468 articles funded by the NIH, MRC, and
JSPS, respectively, we analyzed the correlation between disciplinary diversity and RO in allergy
and immunology programs that received grants from 2017 to 2021. Diversity was measured using
All Science Journal Classification codes counts, Shannon-Wiener index, and newly developed
Omnidisciplinary index (o-index). The impact of diversity on RO was evaluated Normalized Paper
Count (reflecting research quantity), Normalized Top 1% Paper Count (reflecting research excel-
lence), and Normalized Top 10% Paper Count (reflecting research substantiality).

Results: There were no significant differences in diversity between the funding agencies, indi-
cating a marginal relationship between team composition and RO (p ¼ 0.641 for Shannon-Winner
index). RO was positively correlated with team diversity in NIH- and MRC-funded programs and
positively correlated with the degree of specialization in JSPS-funded programs.

Conclusions: These results underscore the complexity of the relationship between research team
diversity and RO and the influence of contextual factors such as country-specific characteristics and
grant program objectives. Specifically, the analysis of JSPS-funded groups suggests that the de-
gree of specialization has a greater impact on RO than disciplinary diversity. This study contributes
to ongoing efforts to optimize team composition to improve RO in allergy and immunology
programs.

Keywords: Allergy, Impact analysis, Interdisciplinary research, Research output, Research team
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INTRODUCTION characteristics and FA objectives. The results
Allergic and immunological diseases signifi-
cantly jeopardize public health, affecting multiple
organ systems and a large percentage of the
population and manifesting symptoms from
childhood to adulthood.1 The exposure to
allergens increases with age and number of
outdoor activities.2 Furthermore, some allergic
conditions occur across geographies and persist
in several regions, even during pandemics.3

In this context, advancements in treatment and
research and development (R&D) in allergy and
immunology require a comprehensive and inter-
disciplinary approach.4 Research collaboration is
imperative and should extend beyond academia
and pharmaceutical companies and include the
food, clothing, and housing industries to treat
complex multifaceted diseases more effectively.5,6

Public funding is pivotal in fostering R&D.7

However, the optimal allocation of limited
resources necessitates the recognition of the
unique characteristics and expectations of public
funds, which differ markedly from industry
funding.8 Public funds support long-term
research, which may be overlooked by other
funding sources because of limited returns.
Moreover, the outcomes of publicly funded R&D
are expected to benefit taxpayers and society.

Research output (RO) is traditionally evaluated
using quantitative metrics such as the number of
academic papers published, intellectual property,
and journal impact factor.9 In turn, qualitative
evaluations such as the field-weighted citation
impact (FWCI) are increasingly used but focus on
short-term indicators.10

To identify effective performance indicators that
shape the allocation of research funds, we previ-
ously assessed the impact of research supported
by funding agencies (FAs) in the United Kingdom,
the United States, and Japan.11 This multifaceted
analysis evaluated long-term indicators of
research substantiality12 and employed natural
language analysis to assess contributions to
allergy and immunology programs in Japan.6,13

Our findings underscored the variability in RO
across stages and disciplines. This variability is
strongly influenced by country-specific
highlight the need for an assessment approach
tailored to the unique characteristics, strengths,
weaknesses, and potential of each country’s
research ecosystem, thereby enabling a more
effective and targeted funding strategy.

To assess the current landscape of national and
global R&D, we followed up on previous studies
and assessed the role of disciplinary diversity on
the RO of research teams in the allergy and
immunology funded by FAs from 3 different re-
gions: Japan Society for the Promotion of Science
(JSPS) from Asia, National Institutes of Health (NIH)
from the United States, and Medical Research
Council (MRC) from the United Kingdom. We
employ a diverse array of metrics to scrutinize and
compare the composition of these research teams.
Furthermore, our study seeks to elucidate the
intricate relationship between the diversity of
research teams and their research outputs, thereby
highlighting the pivotal role team diversity plays in
enhancing the impact of research.
METHODS

Selection of research projects

This research was conducted under the
approval by the National Institute of Natural Sci-
ence (Approval Code 100053271). Data on
research teams were extracted from the NIH, MRC,
and JSPS databases, including RePORTER,14 UKRI
Gateway,15 and KAKEN, respectively16 (Fig. 1). In
each database, research projects funded by
these FAs between 2017 and 2021 and whose
titles or summaries included the keyword
“allergy” were identified and selected. To
standardize the scope of the study, we selected
projects from specific categories, including
awards granted by the National Institute of
Allergy and Infectious Diseases and National
Institute of Arthritis and Musculoskeletal and Skin
Diseases (NIH), Research Grants from Regular
Standing Sections (MRC), and the Grant-in-Aid
for Scientific Research (A) (KAKEN). Teams with 2–
9 members were included in the study.

Data from articles, conference papers, and let-
ters were extracted from Scopus17 to assess the
RO of each researcher from the 5-year period

https://doi.org/10.1016/j.waojou.2024.101004


Fig. 1 Selection of research projects. Research articles were selected from the National Institutes of Health (NIH), Medical Research
Council (MRC), and Japan Society for the Promotion of Science (JSPS) databases by keyword matching, period alignment, category
selection, funder identification, and team member matching. A total of 1243 papers from 12 NIH teams, 3645 articles from 12 MRC teams,
and 1468 papers from 9 JSPS teams were selected
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before and the 5-year period after team formation.
Data from the 5 years before team formation were
used to evaluate disciplinary diversity of research
teams, while data from the 5 years after were used
to measure RO. This data collection strategy
allowed the comprehensive evaluation of disci-
plinary diversity and RO.

Measurement of team diversity

There are a number of indicators to measure
disciplinary diversity, and the most common
methods are based on 3 dimensions: variety (the
number of different fields involved), balance (the
relative representation of each field), and disparity
(the degree of difference between the fields)
(Supplementary Fig. 1).18 In our analysis, we
evaluated team diversity with the following indices.

1. All Science Journal Classification (ASJC) codes
count: This index measures team diversity (va-
riety) based on publication history.19 We
collected information on articles published in
the 5-year period before team formation. We
used the ASJC system from Scopus as a stan-
dardized classification scheme and summed the
counts for each team. Overlapping fields were
excluded to ensure a more accurate reflection
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of distinct research domains. A higher count
indicates that the team comprises individuals
with a history of contributing to various research
domains.

2. Shannon information content (SIC):20 This index
measures diversity (balance) by calculating the
frequency distribution of each ASJC code in
studies conducted over the preceding 5-year
period before team formation. Diversity is higher
when the frequencies of ASJC codes are more
equitable, indicating a broader range of research
interests. Conversely, diversity is lower when fre-
quencies are less equitable, indicating a more
focused or specialized research profile in the
team.

3. Omnidisciplinary index (o-index): This metric
evaluates diversity (disparity) through vectori-
zation. For each researcher, a 334-dimension
vector was constructed, with each vector rep-
resenting an ASJC code. We calculated the
cosine similarity for each research pair, with
0 indicating no shared codes and 1 indicating
an identical vector orientation. To quantify the
degree of separation between researchers, we
subtracted the cosine similarity from 1. The
unique aspect of this metric lies in its reliance
on vectors that capture individual contributions
and relationships among researchers in each
team. The minimum spanning tree is employed
to connect all researchers with the shortest
edge weights, and the sum of the lengths of
the sides of the minimum spanning tree serves
as the final index, offering a numerical repre-
sentation of the diversity of expertise.21 A
higher value indicates a higher diversity of
expertise.

These 3 indexes were computed based on the
ASJC codes of published papers, with the funda-
mental assumption that expertise is faithfully repre-
sented in published work. This presupposition
implies that the topics addressed in publications are
dependable indicators of the diverse fields in which
they have actively contributed to knowledge and
research. We also assumed that each field had an
equal relative importance or significance assigned
to it. These metrics do not distinguish between the
significance or depth of individual contributions in
each ASJC code and treat all fields as equal con-
tributors to overall team diversity.
RO measurement

RO was assessed using a multifaceted approach
involving quantitative, qualitative, and substantial
indexes.

1. Normalized Paper Count (NPC): The RO of each
team was quantified by counting the total num-
ber of papers published after team formation.

2. Normalized Top 1% paper Count: The excel-
lence and impact of RO were evaluated by
counting the number of papers that fall within
the Top 1% of their respective fields based on
citation metriscs.22,23

3. Normalized Top 10% Paper Count: The long-
term contributions of RO were assessed by
counting the number of papers that fall within
the Top 10% of their respective fields, institu-
tional h-5 index, and disruption percen-
tile.12,24,25 In this study, we chose to focus on
the Top 10% of Papers Count. This metric is
recognized as a reliable indicator of long-term
contributions, reflecting the research output’s
consistent prominence and influence within the
field, as reported by Shirabe et al.12

The values for each indicator were normalized
by dividing the total number of papers by the
number of years since publication and the number
of team members.
Statistical analyses

Patterns of diversity were evaluated by analysis
of variance (ANOVA). ANOVA was selected for its
robustness in accommodating normal distribution
assumptions and ensuring the homogeneity of
variances, which are essential prerequisites for
comparative analyses. The assumptions of
normality and homogeneity of variances were
substantiated using the Shapiro-Wilk test and
Bartlett test, respectively. Kruskal-Wallis test was
used for the data that did not meet the normality
assumption. The relationship between team di-
versity and RO was analyzed using Pearson’s cor-
relation coefficient (R).

https://doi.org/10.1016/j.waojou.2024.101004
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RESULTS

This study focused on allergy and immunology
programs funded by the NIH, MRC, and JSPS be-
tween 2017 and 2021. The analysis included 1243
papers from 12 NIH teams, 3645 papers from 12
MRC teams, and 1468 papers from 9 JSPS teams
(Fig. 1). While there was a notable concentration of
NIH groups in 2020, and the dataset did not
include the MRC team from 2017 and the JSPS
team from 2018, the distribution of the start years
for the included teams was balanced (Table 1).

The characteristics and performance of research
teams across FAs are shown in Table 1. The results
showed that the NIH teams had more citations per
paper, and the MRC teams had a higher number of
papers. Moreover, the NIH teams tended to have
fewer members, and the JSPS teams received
slightly fewer grants.

The analysis of the diversity of the research
groups supported by the 3 FAs is shown in Fig. 2
and Table 2. Diversity was slightly lower in the
NIH group. The ASJC codes count and SIC data
had normal distributions and variance
homogeneity, confirmed by the Shapiro-Wilk test
and Bartlett test, respectively. However, one-way
ANOVA indicated that the differences in diversity
indices were similar between the groups. The data
on the o-index did not meet the normality
assumption and thus were analyzed using the
NIH

Team count 12
2017 3
2018 1
2019 1
2020 6
2021 1

Avg. Normalized citation count 10.1

Avg. Normalized paper count 2.59

Avg. FWCI per team 3.57

Avg. Researchers per team 2.25

Avg. Grant Amount 63.5millionJPY

Table 1. Characteristics of research groups enrolled in allergy and imm
Medical Research Council, and Japan Society for the Promotion of Sci
Kruskal-Wallis test. There were no significant
between-group differences in this index.

The relationship between team diversity and RO
was further assessed by calculating the correlation
between 3 diversity indices and 3 measures of RO:
Normalized Paper Count (reflecting research
quantity), Normalized Top 1% Paper Count
(reflecting research excellence), and Normalized
Top 10% Paper Count (reflecting research sub-
stantiality), (Fig. 3 and Table 3). There was a
significant positive correlation between the ASJC
codes count and NPC in NIH-funded groups
(slope ¼ 0.217; R2 ¼ 0.500, P ¼ 0.010), suggesting
that higher team variety increased RO. Similarly,
there was a positive association between the ASJC
codes count and Normalized Top 1% Paper Count
in NIH-funded teams (slope ¼ 0.028, R2 ¼ 0.495,
P ¼ 0.011), indicating that higher variety improved
the excellence of RO.

There was a positive but not significant corre-
lation between the SIC and NPC in the NIH group
(slope ¼ 1.70, R2 ¼ 0.258, P ¼ 0.092) and a
negative but not significant correlation between
the SIC and NPC in the JSPS group (slope ¼ �1.85,
R2 ¼ 0.352, P ¼ 0.092), suggesting that higher di-
versity is not always associated with a higher
quantity of RO. In the MRC group, there was a
significant negative correlation between the
Normalized Top 1% paper count and the SIC
(slope ¼ �0.102, R2 ¼ 0.526, P ¼ 0.027),
MRC JSPS

12 9
0 2
1 0
5 2
3 3
3 2

6.00 1.55

3.30 2.08

3.59 1.08

4.83 5.11

61.6millionJPY 43.2millionJPY

unology programs funded by the National Institutes of Health,
ence



Fig. 2 Diversity of research groups funded by 3 funding agencies. The diversity of research groups from allergy and immunology
programs funded by the National Institutes of Health, Medical Research Council, and Japan Society for the Promotion of Science was
assessed by measuring the ASJC codes count (variety), Shannon information content (balance), and Omnidisciplinary index (disparity).
Each index provides a distinct perspective on the compositional diversity of research teams funded by these 3 agencies
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demonstrating the complex relationship between
diversity and high-impact RO.

There was no significant correlation between
diversity and o-index. Nonetheless, the non-
significant correlation between the ASJC codes
count and o-index illustrates the nuanced dy-
namics of team diversity and its impact on RO.
DISCUSSION

With advancements in scientific knowledge, the
advantages of diversity and specialization in
research teams have become multidimensional.
Numerous studies assessed the effects of gender,
race, and academia-industry collaborations on
RO.26–28 The present study scrutinized the effect of
team diversity on RO in allergy and immunology
programs. The results demonstrate the nuanced
impact of disciplinary diversity on RO, which
varies significantly across programs. Notably, RO
was positively associated with team diversity in
NIH- and MRC-funded programs and positively
correlated with the degree of specialization of the
teams in JSPS-funded programs. The distinctions
between the NIH, MRC, and JSPS underscore the
need to acknowledge the distinctive characteris-
tics and objectives of each FA.

https://doi.org/10.1016/j.waojou.2024.101004


ASJC Field Counts

NIH MRC JSPS

Mean 43.1 58.6 56.3

Std 22.9 29.2 18.6

Shapiro-Wilk All group follow a normal distribution

Bartlette test p-value: 0.401

One-way ANOVA p-value: 0.262

ASJC field counts

NIH MRC JSPS

Mean 6.81 6.91 7.56

Std 2.02 1.84 1.77

Shapiro-Wilk All group follow a normal distribution

Bartlette test p-value: 0.917

One-way ANOVA p-value: 0.641

Omnidisciplinary index

NIH MRC JSPS

Mean 0.641 1.32 1.44

Std 0.311 1.29 1.03

Shapiro-Wilk Data did not meet the assumption of normality

Kruskal-Wallis p-value: 0.135

Table 2. Diversity of research groups enrolled in allergy and immunology programs funded by the National Institutes of Health, Medical
Research Council, and Japan Society for the Promotion of Science

Volume 18, No. 1, January 2025 7
This study evaluated allergy and immunology
programs to account for the complex nature of
allergic diseases that affect multiple organ systems
in all life stages, jeopardizing public health in
developing and developed countries and
requiring multidisciplinary R&D approaches. We
found no significant differences in diversity (vari-
ety, balance, and disparity) between groups fun-
ded by the NIH, MRC, and JSPS. ASJC code counts
were consistently above 40, underscoring the
critical role of interdisciplinarity in advancing al-
lergy research worldwide. In fact, when we
measured the diversity indices of 12 research
teams in the field of dermatology, which is
considered to cover mores specialized areas in the
Grant-in-Aid for Scientific Research on Innovative
Areas (KAKENHI A) from 2017 to 2021, we found a
similar or slightly lower trend than in the field of
allergy (Supplementary Fig. 2). Furthermore, The
Grants-in-Aid for Scientific Research provided by
the JSPS cater to different objectives. While the
KAKENHI A enrolled in this study emphasizes
“creative/pioneering research conducted by 1
researcher or multiple researchers” without advo-
cating for diversity or interdisciplinary collabora-
tion, the “Grant-in-Aid for Scientific Research on
Innovative Areas” proposed the creation of novel
research areas, and the “Grant-in-Aid for



Fig. 3 Correlation between team diversity and research output across funding agencies. Correlations between 3 measures of team
diversity—ASJC codes count (variety), Shannon information content (balance), and Omnidisciplinary index (disparity)—and 3 dimensions of
research output—normalized paper count (quantity), normalized top 1% paper count (excellence), and normalized top 10% paper count
(substantiality) in research programs funded by the National Institutes of Health, Medical Research Council, and Japan Society for the
Promotion of Science
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Transformative Research Areas” capitalizes on
interdisciplinary research.29 Therefore, it is
possible that projects under other JSPS themes
subsidize more interdisciplinary research teams
than KAKENHI A.

Our findings also indicate that the interpretation
of the results varies depending on the definition of
team diversity. The positive correlation between RO
and the number of ASJC codes and the absence of
correlation between RO and o-index (reflecting
disparity) in the NIH and MRC groups underscore
the importance of team variety. This suggests that
the inclusion of members from diverse disciplinary
backgrounds might be more crucial than simply
having a mix of heterogeneous researchers in this

https://doi.org/10.1016/j.waojou.2024.101004


ASJC Field Count FA R2 p-value Condition Value SE

Normalized paper count NIH 0.500 0.010 Slope 0.217 0.069

Intercept �0.436 3.29

Normalized paper count MRC 0.208 0.136 Slope 0.136 0.084

Intercept 3.41 5.46

Normalized paper count JSPS 0.008 0.818 Slope 0.026 0.110

Intercept 3.95 6.49

Normalized Top1% paper
count

NIH 0.128 0.253 Slope 0.007 0.005

Intercept 0.152 0.258

Normalized Top1% paper
count

MRC 0.495 0.011 Slope 0.028 0.009

Intercept �0.635 0.576

Normalized Top1% paper
count

JSPS 0.008 0.817 Slope �0.001 0.005

Intercept 0.179 0.295

Normalized Top10% paper
count

NIH 0.285 0.074 Slope 0.046 0.023

Intercept 0.544 1.10

Normalized Top10% paper
count

MRC 0.224 0.120 Slope 0.049 0.029

Intercept 0.532 1.89

Normalized Top10% paper
count

JSPS 0.006 0.843 Slope 0.004 0.018

Intercept 0.378 1.08

Shannon informational
content

FA R2 p-value Condition Value SE

Normalized paper count NIH 0.258 0.092 Slope 1.70 0.909

Intercept �2.62 6.43

Normalized paper count MRC 0.018 0.677 Slope �0.639 1.49

Intercept 15.8 10.6

Normalized paper count JSPS 0.352 0.092 Slope �1.85 0.946

Intercept 19.4 7.32

Normalized Top1% paper
count

NIH 0.033 0.571 Slope 0.036 0.062

(continued)
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ASJC Field Count FA R2 p-value Condition Value SE

Intercept 0.187 0.436

Normalized Top1% paper
count

MRC 0.047 0.499 Slope 0.136 0.193

Intercept 0.056 1.38

Normalized Top1% paper
count

JSPS 0.526 0.027 Slope �0.102 0.037

Intercept 0.885 0.284

Normalized Top10% paper
count

NIH 0.108 0.296 Slope 0.308 0.280

Intercept 0.428 1.98

Normalized Top10% paper
count

MRC 0.015 0.703 Slope �0.204 0.521

Intercept 4.84 3.72

Normalized Top10% paper
count

JSPS 0.340 0.099 Slope �0.302 0.159

Intercept 2.87 1.23

Omnidisciplinary index FA R2 p-value Condition Value SE

Normalized paper count NIH 0.068 0.414 Slope 5.63 6.61

Intercept 5.31 4.68

Normalized paper count MRC 0.002 0.900 Slope 0.276 2.14

Intercept 11.0 3.87

Normalized paper count JSPS 0.099 0.410 Slope �1.69 1.93

Intercept 7.87 3.35

Normalized Top1% paper
count

NIH 0.121 0.268 Slope 0.447 0.381

Intercept 0.260 0.145

Normalized Top1% paper
count

MRC 0.052 0.476 Slope 0.204 0.275

Intercept 0.725 0.498

Normalized Top1% paper
count

JSPS 0.178 0.258 Slope �0.103 0.084

Intercept 0.146 0.270
(continued)
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ASJC Field Count FA R2 p-value Condition Value SE

Normalized Top10% paper
count

NIH 0.067 0.417 Slope 1.57 1.86

Intercept 1.52 1.31

Normalized Top10% paper
count

MRC 0.003 0.866 Slope 0.129 0.748

Intercept 3.26 1.35

Normalized Top10% paper
count

JSPS 0.107 0.390 Slope �0.293 0.319

Intercept 1.01 0.555

Table 3. (Continued) Correlation analysis between team diversity indices and research outputs in programs funded by the National
Institutes of Health, Medical Research Council, and Japan Society for the Promotion of Science
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case. Conversely, the negative correlation between
the RO and SIC and absence of a correlation be-
tween the RO and o-index in the JSPS group imply
that the benefits of diversitymay require teams tobe
composed of members with equally deep expertise
in their respective fields rather than broadening the
overall expertise of the team. Thus, these indicators
should be evaluated jointly to better understand the
effect of team diversity on RO.

This study has limitations. First, although we
evaluated the correlation between team diversity
and RO, the analysis of causal relationships was
beyond the scope of the study. Consequently, we
cannot explain how team diversity (independent
variable) influences RO (dependent variable) and
why the correlation between these variables differs
across funding programs. We also observed an
upward trend in research outputs for teams with
higher diversity at NIH and MRC, and for teams
with higher expertise (lower diversity) at JSPS, yet
these did not reach statistical significance
(Supplementary Fig. 3). Future studies could
benefit from incorporating mediation analysis to
unearth potential intermediary correlation
factors.30 Third, this analysis primarily quantified
team diversity by focusing on the number of
fields of researchers. Investigating other
dimensions of diversity�such as researchers’ affil-
iations, titles, nationalities, and genders�could
offer a more comprehensive understanding.

This study examines the relationship between
disciplinary diversity and RO in allergy and immu-
nology programs. Diversity was similar between
groups funded by different FAs, highlighting the
complex interplay between team composition and
RO. In turn, the findings suggest a contextual
dependence on the country and specific objectives
and characteristics of funding programs. As the
complexity of scientific and medical challenges es-
calates, further research is essential to explore how
diversity or specialty within research teams may
enhance overall research capacity and contribute to
scientific and technological innovation strategy
across various fields.
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Abstract

Background: Hay fever (HF) presents with various symptoms, including allergic

conjunctivitis and rhinitis, and requires cross‐organ treatment. This study assessed

the impact of the coronavirus disease 2019 (COVID‐19) pandemic on HF treatment

trends.

Methods: This retrospective cohort study utilized data from the JMDC database

collected between January 2018 and May 2021. Patients with HF were identified

based on the relevant International Classification of Diseases 10th Revision diag-

nosis codes and the prescription of HF‐related medications. The treatment ap-

proaches were compared during the cedar and cypress pollen allergy season

(January to May in Japan) before and during the COVID‐19 pandemic (2018 and

2019, and 2020 and 2021, respectively).

Results: This study included 2,598,178 patients with HF. The numbers of prescribed

HF‐related claims in 2018, 2019, 2020, and 2021 were 3,332,854, 3,534,198,

2,774,380, and 2,786,681 times, respectively. Oral second‐generation antihistamine

prescriptions decreased by >10% from 2019 to 2020, with a <10% change in the

subsequent year. Anti‐allergic eye drop prescriptions also decreased by >10% from

2019 to 2020 but increased by >10% from 2020 to 2021. Compared with 2018,

2019, and 2020, the number of claims in the rhinitis symptoms dominant group was

significantly decreased in 2021 (p < 0.001, all). In contrast, the number of claims in

the eye symptoms dominant group and the rhinitis and eye symptoms dominant
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group increased in 2021 compared with that in 2018, 2019, and 2020

(p < 0.001, all).

Conclusion: Changes in HF treatment and related outcomes could be attributed to

lifestyle modifications resulting from the COVID‐19 pandemic. Measures, such as

limiting outdoor activities and adopting mask‐wearing practices may have influ-

enced HF symptoms, preventive behaviors, and the overall approach to treating HF.

K E YWORD S

allergic conjunctivitis, allergic rhinitis, COVID‐19, hay fever, SARS‐CoV‐2

1 | INTRODUCTION

Since the first reported case of coronavirus disease 2019 (COVID‐19)

in December 2019,1 its rapid and global spread has profoundly

impacted the lifestyle and environment of the general population.2 To

limit transmission, several countries implemented stringent measures,

such as social distancing and mandatory mask‐wearing policies,3,4

which heightened public awareness of hygiene practices,5–7 leading to

a decline in the incidence of various non‐COVID‐19 infectious and

respiratory diseases.8–10 Notably, substantial reductions in global

influenza infections8,9 and hospitalizations related to asthma were

reported,10 indicating secondary effects of pandemic‐related policies.

However, concerns have been raised regarding the exacerbation of

conditions requiring regular follow‐ups and close monitoring.11

Hay fever (HF), characterized by allergic rhinitis and conjuncti-

vitis,12–14 is an immune‐mediated systemic disorder that necessitates

personalized treatment approaches.13,15,16 The care‐seeking

behavior and treatment of HF may have been influenced by life-

style and behavioral changes that occurred during the COVID‐19

pandemic. Previous studies17–20 have reported that the widespread

adoption of mask‐wearing and restrictions on outdoor activities have

potentially served as preventive measures for HF. Moreover, our

previous study revealed changes in HF care‐seeking patterns during

the COVID‐19 pandemic using a claims database in Japan.21 The

study identified a substantial reduction in outpatient visits for HF

during the COVID‐19 pandemic; however, changes in HF treatment

during the COVID‐19 pandemic have not yet been investigated.

In this study, we evaluated changes in HF prescription medication

usage and treatment patterns during the COVID‐19 pandemic using

the claims database from JMDC Inc.22–24 Our objective was to assess

the impact of the COVID‐19 pandemic on HF treatment trends.

2 | METHODS

2.1 | Study design, data source, and source
population

This retrospective cohort study was conducted utilizing the JMDC

database (JMDC Inc., Tokyo, Japan)22–24 between January 2018

and May 2021. Our previous study described the study design and

JMDC data source, an anonymized database comprising approxi-

mately 13 million health insurance recipients aged 0–74 years as of

April 2022.21 The JMDC includes information regarding claim type

(hospitalization, outpatient treatment, drug preparation, and dental

treatment), recorded diagnosis based on the International Statisti-

cal Classification of Diseases and Related Health Problems 10th

revision (ICD‐10), drug codes for electronic claim processing, and

dates of drug prescriptions.23 In the Japanese health insurance

system, claims are generated per patient, medical facility visited,

month, and claim type.25 The JMDC database, through claims data,

provides counts of prescriptions for specific medications of interest

and co‐prescribed medications within the same claim for selected

patients.

This study was approved by the Independent Ethics Committee

of the Juntendo University Faculty of Medicine (approval number:

E21‐0304‐M01) and followed the principles outlined in the Decla-

ration of Helsinki. The need for informed consent was waived owing

to the anonymous nature of the JMDC database.

2.2 | Case identification

The case identification process for individuals with continuous re-

cords during the study period was completed in our previous study

according to the scheme shown in Figure online.21 This study

assessed changes in HF prescription medication usage and treatment

patterns for HF during the COVID‐19 pandemic. Our analysis was

based on the data from 2,598,178 individuals (51.4% male, median

age [interquartile range (IQR)]; 32 [11–46] years) identified as having

had HF during the HF seasons between 2018 and 2021. The median

age and age distributions of patients with HF as of January 2018 are

shown in Table S1 online. The proportion of pediatric patients

(≤19 years old) was significantly reduced before the COVID‐19

pandemic compared with that during the COVID‐19 pandemic

(39.9% vs. 39.5%, p < 0.001, χ2 test). Additional information

regarding the characteristics of patients with HF during the HF and

non‐HF seasons is provided in Table S2 online.

Here, we briefly describe the case identification process used in

this study, which only included individuals with continuous records
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throughout the study period. The case identification process for the

included patients was conducted as follows:

1. Patients with HF:

We extracted the ICD‐10 codes for HF‐related diseases (Table S3

online) and prescription codes for HF‐related medications

(Table S4 online). These were selected by the Empowering Next

Generation Allergist/Immunologist toward Global Excellence

(ENGAGE) Task Force toward 2030, which consists of nominees

selected by seven allergy‐related societies in Japan.26 HF‐related

claims were defined as monthly insurance claims for HF‐related

medications. We classified patients as having HF based on the

diagnosis and the prescription of related medications during an

outpatient encounter for HF. To determine the medications pre-

scribed, we used the data included in the outpatient treatment

claims or drug preparations used, including abortive, oral, topical,

and injection (intravenous, subcutaneous, intramuscular, or other)

types of preparations. We classified HF‐related medications into

26 types based on their mechanisms of action and administration

routes. We included the HF‐related medications prescribed after

the patient was given ICD‐10 codes for HF‐related diseases in the

analysis.

2. Patients with HF during HF seasons:

We defined the period from January to May as the HF season, as

this is when cedar and cypress pollen‐related allergies increase in

prevalence in Japan due to increased dispersion.13,27

2.3 | Treatment patterns for allergic conjunctivitis

We defined “combinations of medications” as drugs prescribed within

the same claims. The combinations of medications used for allergic

conjunctivitis treatment were classified into five groups (Table S5

online) based on the guidelines for allergic conjunctival diseases.28

2.4 | Symptom groups

The combinations of medications were classified into three symptom

groups (eye symptoms dominant, rhinitis and eye symptoms dominant,

and rhinitis symptoms dominant groups) based on the symptoms

derived from the main prescribed HF‐related disease medications.

2.5 | Treatment patterns for allergic rhinitis

We classified the combinations of medications used for allergic

rhinitis into five groups (Table S6 online) based on the guidelines for

allergic rhinitis management in Japan.29 Groups I–III reflected claims

with presumed symptom severity in increasing order from mild to

severe, and Group IV reflected those who received other combina-

tions of medications, including second‐generation antihistamines and

nasal steroid drops. Group V included claims without prescription

medications for allergic rhinitis.

2.6 | Follow‐up survey for regular outpatient visits

A follow‐up survey was conducted to determine whether the group

of patients with HF who had visited as outpatients before the

COVID‐19 pandemic had continuously visited as outpatients during

the COVID‐19 pandemic.

2.7 | Statistical analysis

We compared the characteristics of patients with HF during the HF

and non‐HF seasons. Continuous variables were presented as the

mean and standard deviation or median and IQR. We performed

Mann–Whitney U tests for non‐normally distributed continuous

variables based on the results of the Shapiro–Wilk tests. Categorical

variables were presented as percentages and analyzed using χ2

tests.

We conducted a comparative analysis of prescriptions of HF‐
related medications and claims during the COVID‐19 pandemic.

We examined the number of claims and presented them as counts

and compared the number of claims during HF seasons before and

during the pandemic (2018 and 2019 as well as 2020 and 2021,

respectively) using a t‐test. We also examined the number of pre-

scriptions for each HF‐related medication during the HF season and

presented them as counts.

Furthermore, we presented and compared the annual percentage

change in the number of prescriptions for each HF‐related medica-

tion during the HF season and analyzed the treatment patterns for

allergic conjunctivitis and rhinitis during the HF season by catego-

rizing patients into groups I–V, and each group's claims were pre-

sented as counts and percentages.

Finally, as a follow‐up survey for regular outpatient visits, we

calculated the number of patients with HF who visited as outpatients

during the 2018 and 2019 HF seasons. Among these patients with

HF, we calculated the number of patients who had continuously

visited as outpatients during the 2020 and 2021 HF seasons. We also

calculated the number of HF‐related drugs prescribed for patients

with HF for each year from 2018 to 2021 and performed all statis-

tical analyses using STATA/MP version 16.1 (Stata Corp., Texas, USA)

and GraphPad Prism version 9.1.2 (GraphPad Software, California,

USA). p < 0.05 was considered statistically significant.

3 | RESULTS

3.1 | Trends in the number of claims for HF‐related
medications during COVID‐19

The total number of HF‐related claims between January 2018 and

May 2021 was 12,428,113 (Figure 1A). During the HF season, the

total number of claims in 2018, 2019, 2020, and 2021 was 3,332,854,

3,534,198, 2,774,380, and 2,786,681, respectively, indicating a

decreasing pattern during the COVID‐19 pandemic (Figure 1B,

*p = 0.023, t‐test).
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3.2 | Change in the number of prescriptions for HF‐
related medications during COVID‐19

Table 1 lists the total number of prescriptions for each medication

during the HF season from 2018 to 2021. Oral second‐generation

antihistamines were the most prescribed medication, accounting for

43.7%–45.0% of all prescriptions. Anti‐allergic eye drops (ED) were

the most prescribed ophthalmic medications, and steroid nasal drops

(ND) were the most prescribed ND. Figure S2 online depicts the total

number of prescriptions for each medication during the HF season

from 2018 to 2021.

Figure 2 presents the year‐by‐year percentage change (Figure 2A)

and compares the number of prescriptions for each medication during

COVID‐19 (Figure 2B). Oral second‐generation antihistamines

increased by 7.3% between 2018 and 2019, followed by a 21.8%

decrease between 2019 and 2020 and a 1.2% increase in 2021

compared with 2020. In comparison, anti‐allergic ED increased by 9.2%

in 2018 and 2019, decreased by 25.9% in 2020 compared with that in

2019, and increased by 23.6% in 2021 compared with that in 2020.

Steroid ND increased by 11.6% in 2019 compared with that in 2018,

decreased by 23.2% in 2020 compared with that in 2019, and increased

by more than 16.8% in 2021 compared with that in 2020 (Figure 2A).

Regarding overall changes, 19 out of 26 medications showed a

change of 10% or less in the number of prescriptions between 2018

and 2019. However, in 2020, 19 medications showed a decrease of

10% or more compared with 2019. In 2021, the number of pre-

scriptions for 12 medications increased by >10% compared with that

in 2020, and 11 medications showed a change of 10% or less.

Figure 2B compares the number of prescriptions during COVID‐
19. Second‐generation antihistamines decreased by 19.1% in 2020

compared with that in 2018 and 2019, and a further decrease of 18.2%

was observed in 2021. Anti‐allergic ED showed a 22.6% decrease in

2020 compared with that in 2018 and 2019, but only a 4.4% decrease

in 2021. Steroid ND exhibited a 19.0% decrease in 2020 compared

with that in 2018 and 2019, and a 5.5% decrease in 2021.

3.3 | Change in the number of claims based on
symptom group

Table 2 lists the number of claims based on the symptom groups. The

number of claims in the rhinitis symptoms dominant group was more

than two‐thirds throughout the period and significantly decreased in

2021 compared with that in 2018, 2019, and 2020 (p < 0.001, all).

The number of claims in the eye symptoms dominant group increased

in 2021 compared with that in 2018, 2019, and 2020 (p < 0.001, all).

The number of claims in the rhinitis and eye symptoms dominant

group increased in 2021 compared with that in 2018, 2019, and 2020

(p < 0.001, all).

3.4 | Changes in treatment patterns for allergic
conjunctivitis and allergic rhinitis during COVID‐19

Table 3 lists the annual claims for allergic conjunctivitis by treatment

group during the HF season and their ratio to total annual claims.

Figure 2C illustrates the changing annual claim ratios for each group.

The per‐group claim ratios in 2020 remained within 1% compared to

2018 and 2019; in 2021, the percentage of claims notably increased

in Groups I–IV compared with that in the previous three years.

Additionally, in Group III, the number of claims in 2021 was

approximately 3% higher than that in the previous three years.

Table 4 lists the annual claims for allergic rhinitis by treatment

group during the HF season and their ratio to the annual total.

F I GUR E 1 Changes during the COVID‐19 pandemic for each item per year. (A) Monthly hay fever‐related claims between January 2018
and May 2021. (B) Total hay fever‐related claims during the hay fever season between 2018 and 2021 (*p = 0.023 [t‐test]). COVID‐19,
coronavirus disease 2019.
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TAB L E 1 Prescriptions of hay fever‐related medications during hay fever season.

COVID‐19 Before COVID‐19 During COVID‐19

TotalYear 2018 2019 2020 2021

Medicine

Eye drops

Antiallergic 760,531 830,694 615,742 761,003 2,967,970

Steroid 289,198 297,193 220,458 254,791 1,061,640

NSAID 28,083 29,358 27,532 29,484 114,457

Immunosuppressive 2223 2356 1970 2435 8984

Eye ointments

Steroid 71,381 77,508 66,048 75,509 290,446

Oral medications

2nd‐generation antihistamine 2,710,900 2,907,725 2,272,832 2,299,100 10,190,557

LT receptor antagonist 694,182 748,235 565,594 515,324 2,523,335

1st‐generation antihistamine 386,172 335,699 181,635 122,548 1,026,054

Steroid 134,647 151,079 130,284 134,718 550,728

Steroid þ 1st‐generation antihistamine 155,938 160,269 108,185 108,296 532,688

Kampoa 60,120 63,929 44,475 37,954 206,478

2nd‐generation antihistamine þ α‐stimulator 52,963 53,712 36,234 36,629 179,538

Chemical mediator release inhibitorb 26,339 26,359 20,367 20,063 93,128

Th2 cytokine inhibitorc 15,437 16,319 13,352 12,539 57,647

PG 10,495 10,400 7427 9511 37,833

Patch medicinesd

2nd‐generation antihistamine 98 3472 4252 4388 12,212

Nasal drops

Steroid 571,722 637,785 489,551 571,596 2,270,654

Vasoconstrictor 74,885 76,423 53,062 52,773 257,103

Antihistamine 14,404 14,478 10,259 11,518 50,659

Chemical mediator release inhibitorb 6168 6169 4564 5521 22,422

Injections

Steroid 65,205 76,539 74,893 86,865 303,502

Non‐specific allassotherapye 39,416 41,371 38,252 39,955 158,994

Antihistamine 4941 5393 5116 5927 21,377

Anti‐IgE Ab 575 664 913 1447 3599

Other

Allergen immunotherapy 20,611 40,225 52,094 61,933 174,863

Inhalants 1138 1058 791 588 3575

Abbreviations: COVID‐19, coronavirus disease 2019; NSAIDs, non‐steroidal anti‐inflammatory drugs, LT, leukotriene; PG, prostaglandin D2 receptor/

thromboxane A2 receptor antagonist.
aKampo: Sho‐seiryu‐to (kampo) inhibits the production and release of chemical mediators, demonstrating clinical efficacy for managing allergic rhinitis29,30.
bChemical mediator release inhibitor: These inhibitors suppress chemical mediator release from mast cells; synonymous with mast cell stabilizer29,31.
cTh2 cytokine inhibitors: They suppress the production of Th2 cytokines to reduce allergic inflammation29,32.
dPatch medicines: Second‐generation antihistamine patch medicines were developed in Japan as the transdermal drug delivery system for allergic

rhinitis and their efficacy and safety had been assessed33.
eNon‐specific allassotherapy: An extract from inflammatory rabbit skin, inoculated with vaccinia virus or histamine dihydrochloride, along with human

normal immunoglobulin is used to treat allergic rhinitis29,34,35.
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F I GUR E 2 Changes in the number of prescriptions and treatment patterns for allergic conjunctivitis and allergic rhinitis during the hay
fever season each year. (A) Changes in the number of prescriptions for each medication class (2019 vs. 2018, 2020 vs. 2019, and 2021 vs.
2020). (B) Mean change in the number of prescriptions for each medication (2020 vs. 2018 and 2019, 2021 vs. 2018 and 2019). Each

percentage change is color‐coded based on its value (increase of >10%: red, within 10%: yellow, decrease of >10%: blue). (C) The ratio of each
treatment pattern group's claims to the total number of claims by year for allergic conjunctivitis: Group I: anti‐allergic eye drops; Group II:
anti‐allergic eye drops þ steroid eye drops or NSAID eye drops; Group III: anti‐allergic eye drops þ anti‐allergic oral or patch medicine; Group

IV: anti‐allergic eye drops þ anti‐allergic oral or patch medicines þ steroid eye drops or NSAID eye drops; Group V: not prescribed anti‐
allergic eye drops. (D) The ratio of each treatment pattern group's claims to the total number of claims by year for allergic rhinitis: Group I:
mild; Group II: moderate; Group III: severe; Group IV: other combinations; Group V: not prescribed allergic rhinitis‐related medications. ED,
eye drops; NSAIDs, non‐steroidal anti‐inflammatory drugs; EO, eye ointments; OM, oral medicines; PG, prostaglandin D2 receptor/

thromboxane A2 receptor antagonist; ND, nasal drops; PM, patch medicines.
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TAB L E 2 Number of claims based on symptom group.

Patients

Patients with HF during the HF

seasons before the COVID‐19
pandemic

Patients with HF during the HF

seasons during the COVID‐19
pandemic

TotalYear 2018 2019 2020 2021

Symptom group

Eye symptoms dominant group 245,192 (7.4%) 248,403 (7.0%) 191,227 (6.9%) 225,310 (8.1%) 910,132 (7.3%)

Rhinitis and eye symptoms dominant group 468,200 (14.0%) 537,651 (15.2%) 400,917 (14.5%) 503,875 (18.1%) 1,910,643 (15.4%)

Rhinitis symptoms dominant group 2,619,462 (78.6%) 2,748,144 (77.8%) 2,182,236 (78.7%) 2,057,496 (73.8%) 9,607,338 (77.3%)

Total 3,332,854 (100%) 3,534,198 (100%) 2,774,380 (100%) 2,786,681 (100%) 12,428,113 (100%)

Note: Eye symptoms dominant group: Prescribed anti‐allergic ED but not anti‐allergic OM or PM (Group I þ Group II); Rhinitis and eye symptoms

dominant group: Prescribed anti‐allergic ED and anti‐allergic OM or PM (Group III þ Group IV); Rhinitis symptoms dominant group: Not prescribed

anti‐allergic ED (Group V).

Abbreviations: COVID‐19, coronavirus disease 2019; ED, eye drops; HF, hay fever; OM, oral medicines; PM, patch medicines.

TAB L E 3 Number of claims for allergic conjunctivitis treatment.

COVID‐19 Before COVID‐19 During COVID‐19

TotalYear 2018 2019 2020 2021

Group

I 154,132 (4.6%) 157,483 (4.5%) 126,565 (4.6%) 148,440 (5.3%) 586,620

II 91,060 (2.7%) 90,920 (2.6%) 64,662 (2.3%) 76,870 (2.8%) 323,512

III 420,844 (12.6%) 484,292 (13.7%) 367,277 (13.2%) 457,870 (16.4%) 1,730,283

IV 47,356 (1.4%) 53,359 (1.5%) 33,640 (1.2%) 46,005 (1.7%) 180,360

V 2,619,462 (78.6%) 2,748,144 (77.8%) 2,182,236 (78.7%) 2,057,496 (73.8%) 9,607,338

Total 3,332,854 (100%) 3,534,198 (100%) 2,774,380 (100%) 2,786,681 (100%) 12,428,113

Note: I, Anti‐allergic eye drops; II, Anti‐allergic eye drops þ steroid eye drops or NSAID eye drops; III, Anti‐allergic eye drops þ anti‐allergic oral or patch

medicines; IV, Anti‐allergic eye drops þ anti‐allergic oral or patch medicine þ steroid eye drops or NSAID eye drops; V, No prescribed anti‐allergic eye

drops.

Abbreviations: COVID‐19, coronavirus disease; NSAID, non‐steroidal anti‐inflammatory drug.

TAB L E 4 Number of claims for allergic rhinitis treatment.

COVID‐19 Before COVID‐19 During COVID‐19

TotalYear 2018 2019 2020 2021

Group

I 1,685,044 (50.6%) 1,792,354 (50.7%) 1,437,213 (51.8%) 1,387,943 (49.8%) 6,302,554

II 98,640 (3.0%) 115,019 (3.3%) 92,165 (3.3%) 106,550 (3.8%) 412,374

III 19,605 (0.6%) 21,292 (0.6%) 14,445 (0.5%) 17,442 (0.6%) 72,784

IV 861,092 (25.8%) 948,120 (26.8%) 735,916 (26.5%) 776,045 (27.8%) 3,321,173

V 668,473 (20.1%) 657,413 (18.6%) 494,641 (17.8%) 498,701 (17.9%) 2,319,228

Total 3,332,854 (100%) 3,534,198 (100%) 2,774,380 (100%) 2,786,681 (100%) 12,428,113

Note: I, mild; II, moderate; III, severe; IV, other combinations; V, not prescribed allergic rhinitis medications.

Abbreviations: COVID‐19, coronavirus disease 2019.
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Figure 2D illustrates the changing ratios of each group throughout the

4‐year period. Unlike allergic conjunctivitis, no consistent trend was

observed between the groups.

3.5 | Follow‐up survey for outpatient visits among
patients with HF before the COVID‐19 pandemic

Table S7 online shows that 1,084,620 individuals visited as out-

patients during the 2018 and 2019 HF seasons, of which 746,932

visited as outpatients during the 2020 HF season and 719,657 visited

as outpatients during the 2021 HF season. The number of pre-

scriptions for HF‐related medications was 4,977,468 in 2018,

5,027,852 in 2019, 3,356,985 in 2020, and 3,325,623 in 2021.

4 | DISCUSSION

To elucidate the impact of the COVID‐19 pandemic on HF‐related

healthcare patterns, we analyzed HF treatment trends during the

pandemic using a Japanese claims database. Our results indicated

that HF‐related claims decreased by approximately 20% compared

with pre‐pandemic numbers. Due to lifestyle changes during the

pandemic, including increased mask usage, minimal out‐of‐home ac-

tivities, and a potential shift in individuals' behavior or attitude to-

ward visiting hospitals/clinics, along with decreased pollen dispersal

levels, we observed a notable difference in treatment trends. Our

results demonstrate a trend toward an increasing prevalence of

allergic conjunctivitis, likely due to the limited impact of mask use on

pollen exposure to the eye. These results offer a comprehensive

understanding of post‐pandemic HF epidemiology, outpatient visits,

and treatment trends, which could help determine future measures

to meet changing medical needs.

Our results show that claims during HF seasons significantly

decreased compared with pre‐pandemic data. Our previous study

reported that HF‐related outpatient visits decreased during the

COVID‐19 pandemic,21 and reports on influenza,9 allergic rhinitis,36

asthma,36 viral and allergic conjunctivitis,37 diabetes,11 and human

immunodeficiency virus38 visits were similarly affected by the

pandemic. These effects stem from efforts to minimize SARS‐CoV‐2
exposure, including avoiding hospital visits,11,38 government

enforcement of mask usage, strict hand hygiene, and limited out‐of‐
home activities.9,21,36,37 A previous Polish study reported an in-

crease in self‐medication in patients who did not show such behav-

iors prior to the lockdown phase.39 In Japan, sales of over‐the‐
counter (OTC) medications associated with allergic rhinitis

decreased in 2020 compared with that in 2019.40 Considering the

simultaneous drop in prescription counts and OTC medication sales

during the pandemic, it appears unlikely that the decreases in

outpatient visits and prescriptions for HF were due to available OTC

remedies. In addition, the cedar and cypress pollen dispersal levels in

spring 2020 tended to be lower than those in 2018 and 2019

throughout Japan (Figure S3 online).41 The trends observed in this

study are likely the result of a combination of lifestyle changes,

including wearing masks and limited out‐of‐home activities, and

decreased pollen dispersal levels that suppress certain HF symptoms.

Using prescription data, we inferred the symptom trends of

allergic conjunctivitis as a result of post‐pandemic changes.

Throughout the research period, the most prescribed medication

class for allergic conjunctivitis with underlying HF was anti‐allergic

ED.28 The second most prescribed medication class was steroid ED,

which are frequently used as add‐on agents for anti‐allergic ED. Both

anti‐allergic and steroid drops showed a decreased prescription rate

in 2020 compared with the pre‐pandemic data. These findings likely

reflect the limited healthcare access and nationwide encouragement

to stay at home.19 When comparing the two post‐pandemic years,

the prescription counts for these drug classes rebounded during

2021. This increasing trend could be attributed to reduced re-

strictions, leading to increased pollen exposure. As a result, the eyes

may have been subjected to higher pollen exposure17,42 compared

with the respiratory organs, which were protected by masks. The

“2021 lifestyle,” which entailed continued mask use and reduced

restrictions, likely brought out allergic conjunctivitis symptoms

compared with the years with stricter restrictions.

Similarly, prescription changes for allergic rhinitis were also

reviewed. The most frequently prescribed medication class was

second‐generation oral antihistamines. The most frequently pre-

scribed intranasal medication was an intranasal steroid spray.

Second‐generation oral antihistamines showed a decrease in pre-

scriptions after the start of the pandemic (2020), which persisted the

following year. This is likely due to lifestyle changes, such as mask

usage and decreased outdoor activity, which are known to alleviate

allergic rhinitis.17–20,36 Similarly, intranasal steroid sprays showed an

overall decrease in prescription counts during the pandemic period.

However, we observed an increase in steroid spray prescriptions in

2021 compared with 2020. The divergent trend between the two

medications may be due to the limited effects of oral antihistamines

on nasal congestion,43 which motivated patients to seek locally acting

remedies.44 Notably, allergen immunotherapy showed a constant

increase, reflecting the increasing demand for desensitization ther-

apies.45 In line with previous reports, first‐generation antihistamines

have decreased, likely owing to their short‐acting nature and side

effect profiles, including central nervous system depression and

anticholinergic effects.46,47 Overall, patients may experience

improved symptoms due to lifestyle changes brought on by the

pandemic; however, patients with severe or local symptoms may

return to receive care.

Furthermore, this study compared the ocular and nasal symptom

trends of allergic conjunctivitis and rhinitis. When comparing the pre‐
and post‐pandemic prescription counts, we observed a decrease in

the number of prescriptions for both allergic conjunctivitis and

rhinitis. However, prescriptions for allergic rhinitis, inferred from

prescribed second‐generation oral antihistamines, remained stable

during the pandemic years at a 101.2% year‐on‐year change. Allergic

conjunctivitis notably increased during the latter year, at a 123.6%

year‐on‐year change when looking at anti‐allergic eye drop

8 of 12 - AKASAKI ET AL.
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prescriptions. These results may indicate a relative increase in the

demand for outpatient care for allergic conjunctivitis compared with

rhinitis. The contrasting observations seen in the two related dis-

eases appear to stem from the current conventional use of masks,

which may suppress nasal symptoms but not conjunctivitis.17

Regarding the disease severity trends surrounding the pandemic,

we did not observe a significant ratio shift in the treatment groups

for allergic rhinitis. However, in 2021, we noted an increase in all

medicated groups for allergic conjunctivitis (eye symptoms dominant

group and rhinitis and eye symptoms dominant group) compared with

the previous three years. This may suggest a comparative increase in

medication‐controlled allergic conjunctivitis in patients receiving HF

care in 2021. One underlying reason could be the fear of SARS‐CoV‐
2 spreading through the ocular surface,48 leading to a widespread

aversion to eye rubbing and motivating patients to medicate ocular

symptoms in 2021. Another reason may be environmental predis-

position and regulatory changes that contribute to increased allergic

conjunctivitis care. A report indicated increased pollen dispersion in

2021 compared with 2020.41 The lack of ocular protection may have

exposed the eye to allergens with reduced outdoor restrictions,

whereas masks provided nasal protection.17 While previous re-

ports17,20 agree on the improvement of allergic rhinitis symptoms

with mask use during the pandemic, there is inconsistent evidence for

conjunctivitis, with one reporting improvement20 and one without.17

To the best of our knowledge, no studies have reported worsening

allergic conjunctivitis with mask use, but the directional air current

toward the eyes may contribute to dry eye49–51 and worsen the

symptoms.52–54 Future studies should consider environmental fac-

tors, including pollen. In a study using the Korean National Health

Insurance claims database comparing examination counts for allergic

rhinitis and conjunctivitis affected by the pandemic, a decreased

average visit for allergic rhinitis was reported, whereas that for

allergic conjunctivitis remained stable.36 These results also suggest a

relative persistence of allergic conjunctivitis symptoms compared

with rhinitis symptoms in South Korea. Lifestyle changes with long‐
term mask use and hygiene are a widely observed phenomenon

that calls for a population‐wide preventive and interventional strat-

egy to accommodate the anticipated need for allergic conjunctivitis

management.

This study has some limitations. First, this study used data limited

to specific diagnoses and prescriptions, and information regarding

other associated diseases and medications was not evaluated. There-

fore, the findings may not fully capture the broader picture of the

medical landscape. Second, HF‐related disease codes may be assigned

for insurance purposes when prescribing HF‐related drugs in practice.

Thus, the medications of interest may have been prescribed for reasons

other than HF‐related diseases, such as chronic urticaria. However, it is

difficult to identify the true disease or the onset time of HF because

there is no test value or medical record information in the claims

database. Therefore, we attempted to identify the medications pre-

scribed for actual HF‐related diseases by focusing the analysis on the

period of cedar and cypress pollinosis in Japan. However, the definition

of patients with HF in this study may overestimate the number of

patients with HF because the definition is considered to have high

sensitivity but low specificity. Third, to comply with pandemic‐related

regulations, providers may have prescribed longer prescriptions during

the pandemic to reduce the need for patients to visit for refills. In

addition, this study did not follow up on the symptom changes for HF

during the study period. Fourth, as providers may have varying criteria

for selecting and increasing treatments, the treatment groups may not

have accurately reflected symptom severity. Fifth, HF‐related drugs

newly covered by Japanese insurance during the study period were

included in the analysis. The second‐generation antihistamine patch

medicines were launched in April 2018,33 hence the low number of

prescriptions in 2018. In addition, insurance coverage of a monoclonal

anti‐IgE antibody, omalizumab, for HF started in 2020.55 Therefore,

the increased number of prescriptions of the monoclonal anti‐IgE

antibody during the COVID‐19 pandemic (2020 and 2021) compared

with before the COVID‐19 pandemic (2018 and 2019) may not have

been caused by the pandemic. Sixth, since the JMDC database does not

provide data on the residence of patients,23 we could not assess the

trend of prescriptions for HF medications by location in this study.

Furthermore, the timing of the declaration periods for a state of

emergency, which was expected to affect outdoor activities, differed

among regions.

However, the impact of this factor could not be evaluated in this

study because of the lack of location data. Future studies should

consider additional factors, such as geography and pollen dispersion,

to better specify the effects of the pandemic. Moreover, utilizing

mobile health‐based methodologies may enhance the accrual of

comprehensive longitudinal data, especially when wide outreach is

required.13,14,16,56–61 Finally, this study revealed a decreased pro-

portion of pediatric visits during the COVID‐19 pandemic compared

with that before the pandemic. Although the median age remained

similar before and during the COVID‐19 period, selection bias may

have occurred in the age distribution in this study. Conversely, the

decrease in the proportion of pediatric visits for HF from this study

suggests the need for appropriate allergy interventions for pediatric

patients during COVID‐19.62

In conclusion, this study suggests that lifestyle changes and

altered perspectives brought about by the COVID‐19 pandemic, such

as the use of masks and reduced out‐of‐home activities, may have

impacted HF symptoms and treatment patterns. These trends

observed during the pandemic could have implications for the

development of appropriate population health measures for HF

prevention and intervention, considering the changing medical needs

of affected individuals.
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（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和７年３月３１日 
 
厚生労働大臣 殿                                                                      
            
                              機関名 慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 伊藤 公平  
 

   次の職員の令和６年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名 免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部・教授                                  

    （氏名・フリガナ）天谷 雅行・アマガイ マサユキ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等

の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：     ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 

信濃町-bb801 

 



 
 

2025年4月28日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立大学法人福井大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内木 宏延       
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）学術研究院医学系部門・教授                                 

    （氏名・フリガナ）藤枝 重治・（フジエダ シゲハル）                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 免疫 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ （無の場合はその理由：    ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容： ）                

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

令和７年４月７日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立病院機構相模原病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 安達 献        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 臨床研究センター・臨床研究センター長             

    （氏名・フリガナ） 海老澤 元宏 （エビサワ モトヒロ）              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

令和 7年 3月 31日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                                 国立研究開発法人 
                              機関名 国立成育医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 五十嵐 隆         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 免疫アレルギー・感染研究部・部長               

    （氏名・フリガナ） 松本 健治・マツモト ケンジ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

令和７年 ４月 ４日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立病院機構三重病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名   菅 秀         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）臨床研究部・研究員                      

    （氏名・フリガナ）貝沼 圭吾・カイヌマ ケイゴ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

2025年 3月31日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立大学法人 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科科長 
                                                                                      
                              氏 名  伊佐 正          
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  京都大学大学院医学研究科皮膚科学・特定准教授                                

    （氏名・フリガナ）  中島沙恵子・ナカジマサエコ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



厚生労働大臣　　殿

機関名

所属研究機関長　職　名

氏　名

 次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名

２．研究課題名

３．研究者名 （所属部局・職名）

（氏名・フリガナ）　　

４．倫理審査の状況

（※1） 当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし

一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2） 未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3） 廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

６．利益相反の管理

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

（※3）
□ ■ □ □

内科学講座呼吸器内科学分野 ・ 助教

神尾　敬子 ・ カンオ　ケイコ

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入　（※1）

有 無 審査済み 審査した機関 未審査(※2)

令和 7 年 2 月 25 日 

東京女子医科大学

学長

免疫・アレルギー疾患政策研究事業

免疫アレルギー疾患研究10か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究

山中　寿

 遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □

 厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

 等の実施に関する基本指針
□ ■ □ □

 当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定  有 ■　無 □（無の場合はその理由　： ）

 その他、該当する倫理指針があれば記入すること

 （指針の名称： ）
□ ■ □ □

 当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無  有 ■　無 □（無の場合は委託先機関： ）

 当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無  有 ■　無 □（無の場合はその理由　： ）

 当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無  有 □　無 ■（有の場合はその内容　： ）

 研究倫理教育の受講状況  受講 ■　未受講 □



 
 

令和 7 年 5 月 22 日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立大学法人千葉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 横手 幸太郎      
 

   次の職員の令和６年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相

反等の管理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究院・イノベーション医学・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 倉島 洋介・クラシマ ヨウスケ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

令和 7 年  4 月 17 日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                                                 
                              機関名 独立行政法人国立病院機構 

名古屋医療センター 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名     小寺 泰弘      
 
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  小児科・医長                          

    （氏名・フリガナ）  二村 昌樹・フタムラ マサキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

2025年 4月  6日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 順天堂大学医学部 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学部長 
                                                                                      
                              氏 名 髙橋 和久      
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部眼科学講座・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 猪俣 武範・イノマタ タケノリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

2025年4月28日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立大学福井大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内木 宏延         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）耳鼻咽喉科・頭頸部外科／医学研究支援センター・講師                                 

    （氏名・フリガナ） 坂下 雅文・（サカシタ マサフミ）                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
 

2025年  4月  １ 日 
                                       

   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名  慶應義塾大学  

 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名    伊藤 公平      
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学部・助教                               

    （氏名・フリガナ）   正木 克宜                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和７年４月１日 
厚生労働大臣    殿 

                                                                                              
                   
                              機関名  高知大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  受田 浩之        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                        

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究       

３．研究者名  （所属部署・職名） 眼科学講座・准教授                       

    （氏名・フリガナ） 福田 憲 ・ フクダ ケン                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
 

 
令和７年４月７日 

                                       
   厚生労働大臣  殿 
                                                                                             
                    
                              機関名 国立病院機構相模原病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 安達 献        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名  免疫・アレルギー疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  免疫アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 臨床研究センター・アレルギー性疾患研究部長          

    （氏名・フリガナ） 佐藤 さくら （サトウ サクラ）                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 
 



令和 7 年 4 月 1 日 
 
厚生労働大臣     殿 

 
 
                              機関名 国立大学法人九州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 石橋 達朗          
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 （指定）免疫・アレルギー疾患政策研究事業                     

２．研究課題名 免疫・アレルギー疾患研究 10 か年戦略の進捗評価と課題抽出、体制強化に関する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）呼吸器内科・助教                      

    （氏名・フリガナ）緒方 大聡（オガタ ヒロアキ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


